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昭和63年 版通信白書の発表に当た って

今 日,情 報通信は我が国の社会経済活動や国際交流の基盤 として重

要 な役割を果た しています。

とりわけ,そ れ ぞれの地域 で独 自性を発揮 し,そ の実状や将来展望

を踏 まえた情報化 の積極的な推進が,地 域 の発展のために望 まれてお

ります。

また,我 が国の国際化が進展す る中で,国 際電気通信におけ る競争

原理 の導入や国際通信の需要構造 の変化等,国 際通信は転換期にあ り

ます。

この よ うな 状況を踏 まえ,本 年の通信白書においては,「 地域 の発

展 と情報通信」及び 「転換期の国際通信」 の二つの テーマ を 取 り上

げ,地 域の発展 のために情報通信 の果た している役割や課題,国 際化

社会の 中枢 神経 としての国際通信 の課題等について,分 析 を加えてお

ります。

郵政省 といた しま しては,今 後 とも,高 度情報社会の形成に向けて

積極的 に取 り組 んでまい る所存 であ りますが,そ のためには,何 よ り

も国民 の皆様の御理解 と御協 力が必要であ ります ことは言 うまで もあ

りませ ん。

この白書が,国 民 の皆様に,我 が国の通信及び情報化 の現状並 びに

通信政策についての御理解を深 める上 で,一 助 とな りますれぽ,誠 に

幸 いに存 じます。

昭和63年7月

郵政大臣 中山 正暉





凡 例

この 白書においては,以 下の略号等 を使用 してい る。

NTT:日 本電信電話株式会社

KDD:国 際電信電話株式会社

NHK:日 本放送協会

AT&T:米 国電話電信株式会社

ITU:国 際電気通信連合

CCITTl国 際電信電話諮問委員会

CCIR:国 際無線通信諮問委員会

イ ンテルサ ッ ト:国 際電気通信衛星機構

イ ンマルサ ッ ト:国 際海事衛星機構

APT:ア ジァ ・太平 洋電気通信共 同体

EC=欧 州共 同体

CATV:有 線 テ レビジョン放送

ISDN:サ ービス総合 デ ィジタル網

パ ソコン:パ ーソナル ・コンピュータ

テ レ トピア構想:未 来型 コ ミュニケー ションモデル都市構想
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1昭 和62年 通信の現況

我が国の社会,経 済 の発展に伴 い,通 信の分野 も着実 な伸展をみせ て

いる。

ここでは,通 信及 び情報化の現況 と通信政策及び通信サ ービスに関す

る主な動 きを取 り上 げて,昭 和62年 の通信 の現況を概観す る。

1-1通 信 及 び 情 報 化 の 現 況

社会基盤 の一つである通信の役割は,我 が国全体 の発展,特 に情報化

の進展 に伴 って ます ます大 きなもの とな りつつある。

ここでは,我 が国の通信経済の動向及び情報化の進展について概観す

る。

1-1-1概 況

62年 の通信は,電 気通 信分野において,活 発な新規参入が続 いて行わ

れ,ま た,各 分野の新 しいサー ビスが大 き く伸びるな ど順調に推移 して

いる。

(1)通 信事業者の動向

(通信事業者数)

62年 度末における主な通信事業者数 は,1-1-1-1表 の とお りで

ある。

62年 度 も,電 気通信事業分野に多数 の参入があった(1-1-1-2
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1-1-1-1表 主な通信事業者数

年度末 事 業 者 数

61

131
62

事

業

者

電
気
通
信

第一種電気通信事業者 35

第二種電気
通信事業者

特別第二種電気通信事業者

一般第二種電気通信事業者

10

338

18

512

放送事業者 150 152

有線テレビジョン放送事業者(許 可施設のみ) 434 453

有線放送電話事業者 635

郵便事業 L 1

(注)62年 度末の有線放送電話事業者数は,未 集計である。

1-1-1-2表 電気通信事業者数

年度末 事 業 者 数

61 62

第

一
種
電
気
通
信
事
業
者

国

内

国
際

NTT 11 1

新

事

業

者

長距縣1・1・

鯉 系1・1・

地域系 ・1・

自騨 騙 等 「 ・1・

無線呼出・1・118

、そ・他ll1

KDD 1 1

新事業者 0 2

合 計 13 35

第二種電気
通信事業者

特別第二種電気通信事業者 [ 10 i8(10)

一般第二種電気通信事業者 3381 512

(注)()内 は・国際第二種電気通信事業を行う第二種電気通信事業者数の再掲である。
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表参照)。

第一種電気通信事業者については,62年 度に22社 が事業許可を受け,62

年度末現在35社 であ る。62年 度 の特徴 は,無 線呼出 しサ ービスへ の多数

の参入 と自動車電話や国際通信分野への参入が許可 された ことである。

この うち,地 域系事業者 については,62年12月,中 部テ レコ ミュニ

ケー ション(株)が,事 業許可を受け,4社 とな った。

無線呼出 しにつ いては,62年 度に16社 が事業許可 を受けて,62年 度末

現在,18社 となった。

自動車電話分野については,63年2月,日 本移動通信(株)及 び関西

セルラー電話(株)が,事 業許可を受けた。

また,63年3月,船 舶及 び携帯の電話サ ービスを行 う東京湾マ リネ ッ

ト(株)が,事 業許可を受けた。

国際通信分野 については,62年11月,日 本国際通信(株)及 び国際

デジタル通信(株)が 事業許可を受けた。

第二種 電気通信事業分野 について も,引 き続 き活発 な参入が行われて

いる。

特別第二種電気通信事業者は,62年 度末現在18社 である。 この うち,

国際特別第二種電気通信事業者は,10社 であ る。

また,一 般第二種電気通信事業につい ては,62年 度末現在512社 が届

出を行 っている。

放送事 業者 は,FM放 送 の開局に よ り一般放送事業老(民 間放送)が

前年度か ら2社 増加 した ことによ り,152社 となった(1-1-1-3

表参照)。

また,CATV事 業者の うち,許 可施設(引 込端子数501以 上)に 係 る

CATV事 業者 は,62年 度 に19事 業者増加 し,453事 業者(709.施 設)と

なった。
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1-1-1-3表 放送事業者数

区別

年度末 事 業 者 数一
NHK 1(1) 1(1)

放送大学学園 1

般
放
送
事
業
者

ラジオ ・テ レ ビジ 。ン兼 営 社

テ レビジ ョン単 営社

ラジオ単営社

文字放送単営社

36(4)

67(5)

35

10

1

36(4)

67(8)

37

10

合 計 150 152

(注)()内 は,文 字放送も併せて行 う事業者数の再掲である。

(通信事業の売上)

通信事業者の売上高をみ ると,NTT及 びKDDに ついては,62年 度

も,61年 度 に続いて順調 に増加 している。62年 度上半 期には,前 年度上

半期を上 回る収益をあげてい る。 また,63年 度 も62年 度を上 回る収益 を

計画 してい る(1-1-1-4表 参照)。

新第一種電気通信事業者5社 の売上 高は,62年 度上 半期約29億 円 とな

っている。 これ は,NTTの 売上高(2兆7,670億 円)の 約千分 の1に と

どまってお り,長 距離系3社 の売上高 も各社8～10億 円 とな ってい る。

電気 通信事業に関 しては,国 内を一つの市場 とみ ると,新 事 業者 のサ ー

ビスが始 まったばか りである ことな どか ら,NTTが 圧倒 的な シェアを

占め る極高位集中型 となっている。

(2)通 信関連産業の動向

通商産業省 の 「生産動態調査」 によれば,62年 の通信機械器具及び無

線応用装置 の生産額は,対 前年比14.7%増 の2兆2,966億 円であ った

(1-1-1-5図 参照)。 そ の中では,搬 送装置,交 換機,電 信 ・画像
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1-1-1-4表 通信事業の売上高

5

(単位:億 円)

区 別 60年 度61年 度 鷹肇藷讐難 備 考

NTT50・91453・535(26
,361)

54,660
(27,670)

56,910 電気通信事業及び附帯事業
の営業収益

KDD2,1612・240(1
,144)

2,373

(1,204)

2,793 電気通信事業及び附
帯事業の営業収益

新第一種電気通信事07
業(0) (29)

一

第二醜 気通齢 業 ＼ ・14・

有線放送電話事業 i87 190

N H K 3,2853,331 3,363 ・,・・5霊 駿'反 入及び鮒

民 間 放 送 13,69614,220

郵 便 事 業 12,07112,643 12,762 13,377郵 便 業 務 収 入

合 計1・ ・3149。 …6i 一 一

儲 嚴磁聾業) 68,431 71,749 73,158 76,495

郵政省,NTT,KDD,NHK資 料 により作成

(注)1.61年 度 までの数値は決算に基づくものであり,62年 度 及び63年 度のNHK及
び郵便事業の数値は予算に,NTT及 びKDDの 数値は事業計画に基づくもの

である。一は,予 算 ・事業計画のないことを示す。

2.6i年 度及び62年 度の()内 の数値は,上 半期の実績である。

3.新 第一種電気通信事業の売上高は,日 本テレコム㈱,第 二電電㈱,日 本高速

通信㈱,東 京通信ネットワーク㈱及び大阪メディアポー ト㈱の5社 の事業収入
である。
4.第 二種電気通信事業の売上高は,60年 度については調査が行われておらず,

61年度 については 「データ通信業実態調査」等に基づく推計値である。

装置の生産額が大 き く伸びている。 また,62年 の電子計算 機 の 生 産 額

は,対 前 年 比12.4%増 の4兆4,066億 円 で あ った 。

通信 ケーブルの うち,62年 の銅線 ケーブルの出荷額 は,(社)日 本電

線工業会資料に よると,対 前年比26.0%増 の1,508億 円であった。

通商産業省の 「資源統計 月報」 によれば,62年 の電線 ・ケーブル用光

フ ァイ バ製 品 の生 産 量 は,90万3千 キ ロメ ー トル コアで あ り,こ の うち
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光 ファイバ ヶ一ブルは35万6千 キ ロメー トル コアであ った。

62年 の総広告費は,内 需 の拡 大を受けて前年の伸 び率 を大 き く上回 り,

エー1-1-5図 通信機器等及び電子計算機の生産額の推移

45

40

35

30

25

20

15

10

通信機械器具
及び無線応用装置

惹 ・
円0

50515253545556575859606162

年

「生産動態調査」(通商産業省)に より作成

工一1-1-6表 メディア別広告費(62年)

区 別1広 餓(鮒 ・ ・ ア(%)1対 前年増加率(万

テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

DM

三ユーメディア広告費

折込,屋 外,そ の 他

11,745

1,727

g,882

2,577

1,548

71

11,898

29.8

4.4

25.0

6.5

3.9

0.2

30.2

7.7

5.8

8.1

8.2

8.3

34.0

8.9

合 計 ・…81… 一 ・1

「日本の広告費」(㈱ 電通)に より作成

(注)
下書磁 藤 鷺 饗は・CATV・ ビデオテ・クス・文字放送等の・デ・ア・・投
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対前年比8.1%増 の3兆9,448億 円であ った(1-1-1-6表 参照)。

(社)日 本新聞協会 の会員であ る新聞社の発行す る一般 日刊紙の総発行

部数 は,62年10月 現在,前 年 同月比2,6%増 の4,983万 部 であ り,人 口1

千人 当た り411部 の普及に当たる。

1-1-2国 内通信の動向

62年 の国内通信は,61年 度に引き続 き順調 に推移 している。

ここでは,国 内通信サ ービスの動向 と国内通信事 業の経営状況につ い

て概観す る。

(1)国 内通信サービスの動向

ア 国内電気通信

(電話サ ービス)

NTTの 加入電話等契約数は,62年9月 末現在4,772万 契約であ り,

1-1-1-7図 加入電話等契約数の推移

210ダ イヤル総通話回数

200

180

160加 入電話等契約数

140

120

指100数一 _一一
5051526162年

年度末9月 末

NTT資 料 により作成

(注)ダ イヤル総通話回数は,特 別調査による推定である。
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前年同期に比べ3,4%増 加 している。 また,電 話の ダイヤル総通話回数

は,近 年加入電話等契約数の伸 びを上回 って急 速に伸 びてお り,1加 入

契約当た りの通話回数が増加 してい ることが分か る(1-1-1-7図

参照)。

ダイヤル総通話回数 の伸びは,56年8月,58年7月 の遠距離通話料 の

引下げをは じめとす る段階的な通話料 の引下げの実施及 び ファクシ ミリ

の普及や電話利用の多様化等 による,通 信需要の伸びが,主 な要 因 と考

え られる。

(フ ァクシミリ通信網サ ービス)

NTTの ファクシ ミリ通信網サ ービスの契約数は,62年9月 末現在14

万8,077契 約 であ り,前 年同期 に比べ2.5倍 と急激に伸 びている(1-

1-1-8図 参照)。

これは,記 録通信 に対するニーズの高ま り,サ ー ビス提供地域 の拡大

に よるネ ッ トワークの利用価値が高 まった こと,電 話網 を使 った場合 に

1-1-1-8図7ア クシミり通信網サービス契約数の推移

15

10

5

0

万
契
約

5657

年度 末
58 59 60 6162年

9月 末

NTT資 料により作成
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比べ長距離通信料金が割安 とな るこ とが主な要因であ る。

(移動通信サ ・一ビス)

移動体通信分野は,利 用者のニーズの増大に伴い急速に進展 している

(1-1-1-9図 参照)。

NTT及 び新事業者の無線呼 出 しサ ービスの契 約数 は,62年9月 末現

在269万 契約であ り,前 年 同期に比べ15.5%増 加 している。

NTTの 自動車電話契 約数(携 帯電話を含む。)は,62年9月 末現在12

万815契 約であ り,前 年 同期に比べ56.3%増 と増加が著 しい。

(一般専用サ ービス)

NTT及 び 新事業者 の一般専用サ ー ビスの回線数は,62年9月 末現 在

60万6千 回線に達 してお り,前 年 同期に比べ9.8%増 加 している(1-

1-1-10図 参照)。

一般専用サ ービスの回線数 の伸びは
,全 体 の約3割 を占め る3.4kHz

の回線(帯 域 品 目)の 増加 が主な要因 となってい る。 これは,同 回線が

250

200

無

線

呼150

出

し

100

万
契
約

50

1-1-1-9図 無線呼出し及び自動車電話契約数の推移

無線呼出し

25

20

易
15書

10話

5

00
545556575859606162年

年度末9月 末

(注)62年9月 末の無線呼出しについては,NTT及 び新事業者の契約数の合計である。

万
契
約
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工一1-1-10図 一般専用サービス回線数の推移

700

600

500

400

30σ

200

千100
回
線0

56575859606162年
年度末9月 末

(注)61年 度以降は,NTT及 び新事業者の回線数の合計である。

電 話網 と同 じ規格であ り,電 話や フ ァクシ ミリ等の機器がその まま利用

できる汎用性 の高い回線 であるた めであ る。

符号品 目では,1,200b/sか ら4,800b/sの 各回線 が減少傾 向にある中

で,9,600b/sの 高速の回線 が,毎 年5割 以上の割合で伸 びている こと

が特徴であ る。

(データ通信設備サ ー ビス)

NTTの デ ータ通信設備サ ービスにつ いては,公 衆デ ータ通信サ ービ

スの端 末数が,62年9月 末現在2万3,505端 末で,対 前年度比14.4%の

増加 となってい る。 また,各 種デ ータ通信サ ー ビスの システ ム数 も増加

してお り,62年9月 末現在96シ ステ ムとなっている。

(デ ィジタルデ ータ伝送サ ービス)

NTTの デ ィジタルデ ータ伝送 サー ビスについては,回 線交換サ ービ

「

噂

一

一

一

■

一

281 297 313
331 356

385 411

符
号
品
目

帯
域
品
目
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ディジタルデータ伝送サービス回線数の推移

パケッ ト交換

10

千
回
線0

545556575859606162年
年度末9月 末

NTT資 料により作成

ス,パ ケ ッ ト交換サ ービス ともに大 き く伸 びてい る。

回線交換サ ー ビスの回線数は,62年9月 末現在5,943回 線で,前 年 同

期に比べ34.9%の 増加である。 また,パ ケ ット交換サー ビスの回線数

は,62年9月 末現在4万735回 線で,前 年同期に比ぺ約2倍 と大幅に伸

びてい る(1-1-1-11図 参照)。

パケ ッ ト交 換サ ー ビスの近年 の急速 な伸びは,パ ソコン通信等 で用い

られている,電 話網か らパケ ッ ト網ヘア クセスできる第2種 パケ ッ ト交

換サー ビスの伸 びが大 きな要因 であ る。

このほか,特 徴 と しては,回 線交換サ ービス,パ ケ ッ ト交換サ ービス

ともに,9,600b/s及 び48kb/sの 高速のサー ビスの伸びが著 しいことが

挙げ られ る。

(ビデオテ ックス通信サ ービス)

キ ャプテ ンサ ービス(株)に よるビデオテ ックス通信サ ー ビスの利用

契約数は,62年 度末現在6万2,352契 約であ り,前 年度末に比べ2倍 以
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1-1-1-12図 ビデオテックス通信サービス利用契約数の推移

全体
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家庭用

千契約
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末

キャプテンサービス㈱資料により作成

上に増加 している(1-1-1-12図 参照)。

特 に,家 庭用利用契約数が,サ ービス開始当初の全体 の1割 程度か

ら,62年 度末には全体 の約4割 を占め,増 加 してい る。 これは,メ ール

ボ ックスや株式情報 をは じめ とす る各種サ ー ビスが,家 庭内に浸透す る

とともに,日 用品受発注 システ ムの開発や競馬情報 の提供が,家 庭用端

末を増やす要因 とな っているためである。

63年2月10目 か ら,ビ デオテ ックス通信サ ービスの通信料 の夜間 ・土

・日 ・祝 日割 引(4割 引)等 が実施 され ,契 約数及び利用 の増加カミ期待

される。

イ 放 送 、

62年10月 か ら12月 の1日 当た りの総放送時間 は,テ レビジ ョン放送 が
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1-1-1-13図 テ レビジョン放送及びラジオ放送の総放送時間(1日 当たり)

テ レビジョン放送
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間 一 _」_

515253545556575859606162

年度

(注)総 放送時間は各年度における平均値である。ただし,62年 度は62年

10月～12月 期 の平均値である。

1,978時 間,ラ ジオ放送が1,630時 間であ り,年 々増加 している(1-1

-1-13図 参照)。

衛星放送の受信世帯数は,63年2月 に50万 世帯を超 え,62年 度末現在

約58万 世帯であ り,前 年度 末に比べ約4.2倍 と急増 している(1-1-

1-14図 参照)。 特に,62年7月 か らNHKに よる24時 間編成の独 自の

番組が開始 されたことに よ り,個 別受信世帯 の伸びが著 しい。

CATV施 設 数は順調 な伸 びを示 してお り,62年 度末現在の許可施設

数は709施 設 であ り,対 前年度比12.0%増 であ った。

ウ 郵 便

62年 度 の郵便物数は,194億4千 万通(個)で あ り,前 年度に比べ7.1

%増 加 してい る。郵便物数の伸 びは61年 度 の対前年度増加率を上 回って
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エー1-1-14図 衛星放送受信世帯数の推移
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NHK資 料により作成

お り,順 調 に推移 している。

(2)国 内通信事業経 営

(NTTの 経営状況)

NTTの62年 度上半期の収益は,前 年同期比4.7%増 の2兆7,882億

円,費 用 は同3.9%増 の2兆5,885億 円で,経 常利 益は同16.2%増 の

1,996億 円であ った(1-1-1-15表 参照)。 この上半期 の 経 常利益

は,62年 度計画額 の60・9%に 達 している。

62年 度上半期のサ ービス別収入を,前 年 同期 と比較す ると,営 業収益

の約75%を 占めてい る電話料は,3.4%増 加 している。専用サ ー ビスは

8.1%,無 線呼出 しサ ービスは15.8%,自 動車電話は29・5%,デ ィジタ
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NTTの 経営状況

(単位:億 円)

61年度 決算 62年度 決算

経 常 収 益 53,984

(26,635) (27,882)

電気通信事業営業収益

電 話 収 入

電 信 収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

デ ー タ通 信 収 入

デ ー タ伝 送 収 入

無 線 呼出 し収入

そ の 他 の 収 入

50,901

(25,143)

43,688

(21,736)

96
(54)

394

(189)

2,751

(1,342)

1,623
(805)

158
(72)

809
(390)

1,378
(552)

(26,249)

(22,557)

(36)

(205)

(1,450)

(828)

(Io3)

(452)

(615)

附帯事業営 業収 益 2,634

(1,218) (1,420)

営 業 外 収 益 448

(273) (212)

経 常 費 用 50,404

(24,9i6) (25,885)

電気通信事業営業費用

附 帯 事 業 費 用

営 業 外 費 用

43

(2豆

(子

4
(1

789
680)

518
280)

096
955)

一
(22,483)

一
(1,470)

一
(1,931)

経 常 利 益 3,579

(1,718) (1,996)

NTT資 料 により作成

(注)1.単 位未満は切り捨ててある。

2.()内 は上半期の実績額である。
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ルデータ伝送サ ービスは41.4%も の増加 となってい る。

専用サ ービスの市場が着実に拡大 しているほか,無 線呼出 しや 自動車

電話 の移動通信分野 の市場 も,急 速に拡大 しているこ とを示 している。

NTTの63年 度事業計画に よれぽ,電 話サ ービスの安定的 な提供 とと

もに,デ ィジタル交換機 の大量導入を 中心 と した電気通信網のデ ィジタ

ル化を一層促進す ることとされ ている。

なお,63年 度 のNTTの 収支計画は,収 益が5兆7,320億 円,費 用が

5兆2,820億 円で,経 常損益 は4,500億 円 とな ってい る(1-1-1-16

表参照)。

エー1-1-16表NTTの 収支計画(単 位:億 円)

陣 年麟 業謳 63年 度 事業計画

営 業 収 益

電 話 収 入

電 信 収 入

専 用 収 入

その他の営業収 入

54,660

45,300

470

4,870

4,020

56,910

46,430

510

5,170

4,800

営 業 外 収 益 400 410

計 55,060 57,320

営 業 費 用 48,040 49,810

営 業 外 費 用 3,740 3,010

計 51,780 52,820

経 常 損 益 3,280 4,500

NTT資 料により作成

(新第一種電気通信事業の経 営状況)

62年 度上半期 の 日本 テ レコム(株),第 二 電電(株),日 本 高速通信

(株),東 京通信 ネ ッ トワー ク(株)及 び大阪 メデ ィアポ ー ト(株)の5

社の事 業収入 は,29億4千 万 円であ り,そ の うち専用 サー ビスが約23億

円,電 話サー ビスが約6億4千 万 円で あった。
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1-1-1-17表 新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

61年 度 62年 度上半期

入収業事

出支業事

益損

722

13,016

△13
,492

2,940

15,242

△14 ,323

(注)1.日 本テレコム㈱,第 二電電㈱,日 本高速通信㈱,東 京
通信ネットワーク㈱及び大阪メディアポート㈱の5社 の
合計額。
2.損 益には,事 業収支のほか事業外収支も含む。

また,こ の5社 の事業支出は約152億4千 万円であ り,損 失 は約143

億2千 万円であった(1-1-1-17表 参照)。

事業収入の増加が さほ どではない反面,サ ー ビスの提供区域の拡大等

に伴 う初期投資 の増加によ り事業支 出 も増加 し,損 失は前年度(実 際の

営業期間はおおむね5か 月)の 損失額 を上回 っている。

なお,62年 度上半期の新第一種 電気通信事業者5社 の専用収入(23億

円)は,NTTの 専用収入(1,450億 円)の1.6%に す ぎない。

また,現 段階 においては,新 事業者は採算性の高 い区間や地域か らサ

ー ビスを提供 している ものの,NTTと 新事業者の関係をみ ると,新 事

業者のネ ッ トワークは,そ の大部分がNTTの 加入者網 との接続が必要

不可欠であ り,NTT自 らが新事業者 の持つ網 と同様 の網 とともに加入

者網を保有 しているな ど,NTTは,新 事業者 に対 し,構 造上大 きな支

配 力を行使 し得 る立場にある。

これ らの ことか ら,第 一種電気通信事業分野は,ま だ,本 格的 な競争

は行われ ていない段階にある。

(NHKの 経営状況)

NHKの 経 営は,受 信料収入の伸び悩み,事 業支出の増加等 によ り,

極 めて厳 しい状況 にあ り.63年 度収支予算においては,事 業収支で124
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1-1-1-18表NHKの 経営 状 況 (単位1百 万円)

1 ・磯 瀬II62年 度厳 予則 63年度収支予算

事 業 収 入 344,945 351,5玉7 351,Q96

事 業 支 出 339,140 351,517 363,541

事 業 収 支 差 金 5,805 0 012,445

NHK資 料により作成

億円の支 出超過 を見込んでいる(1-1-1-18表 参照)。

NHKは,62年 度 において,衛 星放送設備の整備 の推進 のほか,外 国

電波混信に よる難視等に対 し,3地 区にテ レビジ ョソ放送局 の建設 を行

った。 また,ラ ジオ放送網 の整備について も中波放送局4局,FM放 送

局2局 の建設 を行 った。

なお,63年 度の建設計画 において も衛星放送設備 の整備及び放 送網の

建設 や整備 を図 ることとしている。

(郵便事業の経営状況)

郵便事業は,サ ービスの改善,営 業活動 の積極的 な推進,事 業経営の

効率化等に よ り,56年 度以降6年 連続 して単年度損益は黒字 となった。

この結果,55年 度末 に2,494億 円あ った累積赤字 は,料 金値上げ をす る

ことな く,61年 度末現在15億 円に まで縮小 してい る。

なお,62年 度及 び63年 度 の郵便事業損益 の予算 は,1-1-1-19表

の とお りであ る。

1-1-1-19表 郵便事業の経営状況 (単位:億 円)

61年度 決算 62年 度予算 63年 度予算

収 益 13,997 13,889 14,613

費 用 13,937 玉4,174 14,776

利 益 又 は △ 欠 損 60 △285 △163

『
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(3)国 内通信 の経済的影響

ここでは,産 業連関 の手法を用いて国内通信産 業が他 の産業 に与え る

影響 について分析す る。

ア 国内通信産業 の生産活動 による我が国経済への波及効果

国内通信産 業がサ ー ビスを供給 し続け るためには,他 の産業か ら情報

通信機器をは じめ とす る機械器具,電 力 ・ガス等のエネルギー,金 融 ・

保険,運 輸等 の多様 な財 ・サ ービスの供給 を受けなけれぽな らない。

国内通信産業が,サ ービスを供給す る一方 で他の産業か ら 調 達 す る

財 ・サー ビスは,そ れを供給する産業に新た な需要を喚起 させ る。

ここでは,国 内通信産業 の生産活動が,我 が国経済 に及ぼす影響につ

1-1-1-20表 国内通信産業の生産誘発効果

区 別

郵 便

国内第一種電気通信事業

国内第二種電気通信事業

公 共 放 送

送放間民

送放線有

中間財 ・サービ・の投入i生 産 誘 発 効 果'

50年55年60年

26,628,923.4

14,718,819.2

一 一66 ,3

27,530,534.0

51,350,553.0

59,252,232.0

50年55年60年

1.421.491,39

1.251.361.35

2,15

1.471.551.65

1.881.892,01

2.111.911.51

郵政省資料,「 産業連関表」(行政管理庁),「延長産業連関表」(通 商産業省)に より作成

(注) 1

2

3

有線放送については,統 計の関係で60年 とそれ以前の数字は連続しない。

国内第一種電気通信事業は,50年 及び55年 は国内電信電話である。

生産誘発効果は,逆 行列係数の該当産業の列和をその列の該当産業の逆行列

係数で除すことにより求められる。

生 産 誘 発 効 果=i{〔1-(1-M')A'コ ー1(1-M')A。}十1

1:単 位 行 列

M':輸 入 係数 の 対 角 行 列 か ら 当該 部 門 を除 い た もの

A';投 入 係 数 行 列 か ら 当該 部 門 を除 い た もの

A。:当 該 部 門 の 投 入係 数 か ら 自部門 投 入 部分 を除 い た もの

i:エ レ メン トが1の 行 ベ ク トル
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いて,サ ービスの供給による波及 と投資に よる波及に分けて分析す る。

(ア)サ ービス供給 の生産誘発効果

(生産 誘発額)

60年 の国内通信産業 の分野 ごとの生産誘発効果は,1-1-1-20表

の とお りであ る。

国内第一種 電気通信事業 の生産誘発効果 は1.35で あ り,国 内第一種電

気通信事業が4兆7,375億 円の生産を行 う間に,国 内第一種 電気 通信事

業以外 の産 業に及ぼ した生産誘発 は,1兆6,581億 円(生 産額 ×0.35)

であった。

国内第二種電気通信事業の生 産誘発効果 は2.15と 高 くな ってい る。 こ

れは,同 分野 が ソフ ト開発をは じめ とす る中間財 ・サ ービスの投入がそ

の性格上高い ことに よる。

郵便 の生産誘発効果は1.39で あ り,そ の生産誘発は,4,803億 円であ

った。

公共放送の生産誘発効果は1.65で あ り,同 じくその生産誘発は,2,192

億円であった。

民間放送 の生産誘発効果は2.01で あ り,そ の生産 誘発 は1兆1,006億

円であ った。

民間放送 の生産誘発効果が公共放送 よ り高いのは,公 共放送 よ りも民

間放送の方が下請等の外部発注比率が高 いことに よる。

有線放送 の生産誘発効果は1.51で あ り,そ の生産誘発 は192億 円であ

った。

(付加価値発生分布)

国内通信産業の生産活動 によって各産業が得 られ る付加価値 の分布を

み ると,国 内第一種電気通信事業では,全 体 の80.8%が 自らの産業 に,

16・5%が 国内の他産業に,残 りの2.7%が 輸入を通 じて諸外 国に発生 し

てい る。
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国内第一種電気通信事業部門が 自部門以外 で及ぼす影響 の大 きい産業

は,そ の他の対事業所 サー ビス(3.1%),不 動産(1.8%)等 である。

郵便では,全 体 の76.6%が 自らの産業に,20.7%が 国内の他産業 に,

2.7%が 輸入を通 じて諸外国に発生 してい る。

この産業 の自部門以外で影響 の大 きい産業 には,運 輸業(5.7%),不

動産業(2.7%),金 融 ・保険(2.7%)等 がある。

公共放送 では,全 体 の66.0%が 自らの産業 に,28.5%が 国内の他産業

に,5.5%が 輸入を通 じて諸外国に発生 している。

この産業の自部門以外で影響 の大 きい産業 には,金 融 ・保険(2.9%),

国内第一種電気通信事業 く2.9%),運 輸業(2.6%)等 が ある。

民間放送では,全 体 の46.9%が 自らの産 業に,.44.7%が 国内の他産業

に,8.4%が 輸入を通 じて諸外 国に発生 している。

この産業の自部門以外 で影響 の大 きい産業 には,国 内第一種電気通信

事業(6.1%),個 人サ ービス(5.3%),情 報サー ビス(4.6%)等 がある。

(イ)投 資 の波及効果

ここでは,国 内通信の投資額の大部分を占めるNTTの 投資が,我 が

国の経済に及ぼす波及効果について分析す る。

NTTの 投資が我が国経済に及ぼす波及効果は,1-1-1-21図 の

とお りであ る。

60年 にNTTが 行 った投資は,約1兆6,160億 円であ るが,そ の国内

生産誘発額は3兆7,970億 円であ る。

産業別にみ ると,清 報通信機器 関連産業の生産誘発額(1兆3,124億

円)は,当 該産業 の生産額(27兆2,877億 円)の4.8%を 占めてい る。

また,電 気通信施設建設へ の生 産 誘 発 額(4,885億 円)は,生 産額

(7,031億 円)の69.5%を 占めてい る。

この投資による,雇 用者誘発数は全産業で約21万 人であ った。特に雇

用者誘発 数が多い産業 としては,電 気通信施設建設が約4万7千 人,次
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工一1-1-21図NTTの 投資が我が国経済に及ぼす波及効果

NTTの 事業投資

1兆6,工60健 円

　　な　

ゆ 3.兆7,970憶 円

(雇 用者騰発21万 人)
産 業

248億 円(1,120人)

「昭和60年 延長産業連関表」(通 商産業省),「 工業統計表」(同),「 事業所統計調

査報告」(総 務庁),「 労働力調査年報」(同),「 就業構造基本調査報告」(同),「 賃

金構造基本統計調査」(労 働省),「 職種別民間給与実態調査」(人 事院),郵 政 省

資料により作成

(注)1.情 報通信機器関連とは,事 務用機械,電 子計算機 ・同付属装置,半 導

体素子 ・集積回路,電 気通信機械及び関連機器,そ の他の電 子応 用 装

置,電 子管,ラ ジオ・テレビ受信機,通 信ケーブル製造業(銅 電線 ・ヶ

一ブル及びアル ミ電線 ・ケーブルの一部)を 統合したものである。

2.情 報通信機器賃貸とは,電 子計算機 ・同付属装置賃貸業,事 務用物品

(除電算機等)賃 貸業を統合したものである。

3,電 気通信施設建設とは,電 信電話施設建設である。
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いで情報通信機器関連が約3万9千 人等であ った。

電気通信施設建設は,生 産誘発額,雇 用者誘発数 ともに高 く,極 めて

NTTの 投資 に依存す る割合が高い。

60年 の生産波及 と同一 と仮定す ると,63年 度の投資計画額1兆7,700

億円では,4兆1,606億 円の国内生産誘発額が生 じることとなる。

イ 我が 国におけ る国内通信の利用

通信産業は,電 力,水 道,ガ ス,運 輸,金 融等 とともに,我 が国経済

を支える基盤的サー ビス産業であ り,企 業は生産要素 として,原 材料や

エネルギーと同様に情報 の媒体機能 と しての通信サ ービスの投入を必要

1-1-1-22図 国内第一種電気通信事業ザービスの利用分野
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郵政省資料,「産業連関表」(行政管理庁),「 延長産業連関表」(通商産業省)

により作成
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とす る。

(国内第一・種電気通信事業)

60年 の国内第一種電気通信事業サ ー ビスの利用先 の うち,69・0%が 産

業部門であ った。

国内第一種 電気通信事業利用 の主 な産業分野は,商 業(26・3%),金

融 ・保険(11.7%),公 共サ ービス(7.1%)等 のサ ービス部門 であった

(1-1-1-22図 参照)。

産業規模の違 いを考慮 し,各 産業が同 じ額 の生産を行 う場合 に利用す

1-1-1-23図 郵 便サービスの利用分野

口 國

利 特

用 化
比 指

15,0率 数

利

毘1…
率

5.0

15.0

特
化
指
数

0
・01

5.0

%0
.00,0金 商 公 公 そ 化 建 一 電 個

融 業 共 務 の業 学 設 般 気 人
・ サ 他所 業 機 機 サ

保iの サ 械 械1
険 ピ 対1製 製 ビ

ス 事 ビ 造 造 ス
ス 業 業

郵政省資料,「 産業連関表」(行政管理庁),「 延長産業連関表」(通 商産業省)

により作成
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る国内第一種電気通信事業サ ービスの全産業平均を1と して比較 したの

が,国 内第一種電気通信事業利用の特化指数であ る。

これに よって も,商 業が18.2,金 融 ・保険が8.1,公 共サ ービスが4.9

と高 くな ってお り,こ れ らのサ ービス部門が他の産業 と比較 して も多 く

の国内第一種電気通信事業サ ービスを利用 してい ることが分かる。

(郵便)

60年 の郵便サ ービスの利用先の うち,87.2%が 産業部門であ った。

郵便利用 の主 な産業 も国内第一種電気通信事業サ ービスと ほ ぼ 同 様

に,金 融 ・保険(14.9%),商 業(8.3%),公 共サー ビス(8.3%)等 で

あ った(1-1-1-23図 参照)。

しか し,特 化指数をみる と,公 共放送(4.9),情 報サ ービス(4.6),

金融 ・保険(4.3)等 が高 くなってい る。 製造業 では,電 子計 算機 ・同

付属装置(2.7),事 務用機械(2.3)等 の 情報通信 関連機器に高い もの

が 目立 っている。

(全体的傾 向)

商業及び金融 ・保険は,と もに国内通信を最 も多 く利用す る産業分野

であるが,郵 便 と国 内第一種電気通信事業へ の特化の仕方 には特徴的 な

違 いがあ る。商業 は国内第一種電気通信事業 によ り強 く特化 しているの

に対 し,金 融 ・保険 はむ しろ郵便 によ り強 く特化 している。

郵便 の利用 が金融 ・保険に多 いのは,60年 の 「郵 便利用構造調査」 の

郵便物の 内容別利用状況をみて も,金 銭関係が23.6%で 最 も高 くな って

い ることと一i致している。

1-1-3国 際通信の動向

(1)国 際電気通信

国際電気通信につ いては,国 際電話(電 話 回線を使用 した ファクシ ミ

リ通信等 を含む。),国 際専用回線及 び国際公衆 データ伝送 の各サ ービス
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1-1-1-24図 国際通信の動向(50年 度=100)
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郵政省,KDD資 料により作成

(注)1.国 際郵便物数は,差 立及び到着の合計である。
2.国 際電報,国 際テレックス及び国際電話取扱数は,発 着信及び中継信の

合計である。

の伸びが続 いている。

(国際電話)

国際電話の取扱数(発 着信及び中継信 の合計)は,61年 度は対 前年度

比40.8%増 の1億3,461万 回であ り,56年 度か ら5年 間で約4・5倍 に増加

している(1-1-1-24図 参照)。 同時期 の国際 ダイヤル通話 の比率

(全国際電話発信回数 に占め る国際 ダイヤル通話の割合)を み ると,56

年度38.4%か ら61年 度には85.5%に 高 まってお り,料 金値下げ,取 扱地

域 の拡 大等 による国際 ダイヤル通話 の利便性の向上が,国 際電話の増加

の原因 となっているといえ よ う(1-1-1-25図 参照)。
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国際電話の種類別取扱数(発 信)の 推移

58 59 60 61

62年 度上半期の取 扱数は,8,807万 回(前 年度 同期比43.0%増)で あ

り,急 増 を続けている。

(国際専用回線)

国際専用回線につ いては,62年9月 末現在1,074回 線(対 前年度 同期

比13.1%増)で あ り,年 々着実に増加 している。特に,音 声級回線 の増

加が顕著 である(1-1-1-26図 参照)。56年 度は,電 信級回線数の約

3分 の1で あった音声級回線数が,60年 に逆転 し,電 信級 回線 の約1.4

倍の654回 線(62年3月 末現在)に 増加 している。59年 度か ら開始 され
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1-1-1-26図 国際専用回線数の推移
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た中速 ・高速 符号伝送サ ービスの回線数 も着実 に増加 してお り,こ れ ら

は,国 際専用 回線 の高速 ・大容量 化へ 向か う利用者の ニーズを反映 して

い るもの といえよ う。

(国際 公衆 データ伝送)

国際 公衆 データ伝送(VENUS-P)の 取扱数(発 着信及 び中継信 の

合計)は,61年 度で302万 回(対 前年 度比70%増),62年 度上半期では

181万 回(対 前年度 同期比33,0%増)で あ り,引 き続 き増 加 してい る。

(国際 テ レックス)
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一方 ,国 際テ レックスの取扱数(発 着信及び中継信 の合計)は,61年

度は4,379万 回(対 前年度比12.7%減)で あった。62年 度上半期 におい

て も1,889万 回(前 年度同期比18.1%減)で あ り,減 少傾向を強めてい

る。

(国際電報)

国際電報通数(発 着信及び中継信の合計)に ついて も,61年 度は対前

年度比21.6%減 の120万 通,62年 度上半期 は,20.2%減 の50万 通 と減少

している。

ここ数年,テ レックス,電 報 の需要 が,電 話 ・ファクシ ミリ,専 用回

線,デ ータ通信へ と移行す る傾 向が強 まってい る。

(国際テ レビジ ョン伝送)

61年 度 の国際テ レビジ ョン伝送時間は,前 年度の3.5倍 に当たる75万

分であった。62年 度上半期におけ る伝送時 間は,53万 分 であった。 ま

た,63年12月 よ り,こ れ まで放送事業老に限 られていた国際テ レビジ ョ

ン伝送 サー ビスが一般利用者に も利用可能 とな り,今 後 の我が国の国際

間映像伝送 の発展が期待 される。

(2)国 際郵便

国際郵便物 の総数 については,61年 度 は 対前年度比0.1%減 の2億

4,249万 通(個)で あった。到着 は,61年 度 は5.7%増 加 してお り,59年

度か ら増加を続けているものの,差 立は対前年度比7.6%減 少 してい る。

差立 の減少は,主 として航空便 の減 少(対 前年度比7.8%減)に よる

ものである。

62年 度の国際郵便物の総数 については,対 前年度比6.3%増 の2億

5,775万 通(個)で あ った。その うち,差 立 は,同2.0%増 の1億1,013

万通(個),到 着は同9.7%増 の1億4,762万 通(個)で あ り,差 立が増

加 に転 じるとともに,到 着 の増加傾 向が続いている。

(3)国 際放送
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国際放 送は,国 際理解の増進や海外在 留邦人へ の情報提供等を 目的 と

して,NHKが ニュース,国 情紹 介等を短波放 送に よ り行 ってお り・62

年度は,21言 語 によ り1日40時 間,全 世界に向けて実施 した。

放送時間につ いては63年 度は1日43時 間に増加 して実施 している。

国際放送 は,国 内の送信所のほか,海 外か らも中継放送 され てお り,

海外中継 については,62年 度はモヤ ビ送信所(ガ ボ ン共和 国)か ら欧

州 ・中東 ・北ア フ リカ向けに1日7.5時 間,南 米 向け に4時 間,ま た,

サ ックビル送信所(カ ナ ダ)か ら北米向けに4時 間が行われた。

(4)国 際惰報通信交流

国際情報通信交流 は,「 情報流通セ ンサ ス」の計量 手法に基づ き,国

際郵便物数,国 際電話取扱数,国 際 テ レックス取扱数,国 際電報通数及

び国際テ レビジ ョン伝送時 間の送受信量 か ら,我 が国 の国際情報 流通状

況を把握す る ものであ る。

61年 度 におけ る送 受信状況については,送 信48.7%,受 信51.3%と ほ

ぼ均衡 してい る。 この うち,国 際郵便,国 際電気通信等のパ ーソナルな

通信 メデ ィアの送 受信につ いては均衡 してい るが,国 際テ レビジ ョン伝

送のマス系通信 メデ ィアは,受 信が前年度 の約4倍 とな り,受 信 の比率

が高 まってい る。

代表的なパ ーソナルな通信 メデ ィアである,国 際電話の56年 度以降の

発着比率(通 信分数ベ ース)に ついて,目 本 と米国を比較す ると,日 本

については,過 去5年 間,発 信 と着信がほぼ半々であるのに対 し,米 国

では,発 信の比率が年 々高 まってお り,61年 度 は発信が約66%,着 信 は

約34%で あ る(1-1-1-27図 参照)。 米国の国際電 話は発信分数で

も日本 の8倍 以上 に達 してお り,近 年,急 増 してい る。 これ らは,米 国

が依然 と して,世 界 の文化 ・経済 の中心であ り.種 々の情報 の発信源で

あることを示 している。
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日本と米国における国際電話発着比率(取 扱数)
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KDD,米 国連邦通信委員会資料により作成

100%

一方 ,我 が国は,パ ー ソナルな通信 メデ ィアの発着比率は半 々である

が,マ ス系通信 メデ ィアについては,大 幅な入超 とな っている。今後,

我が国 も情報発信量 を増や し,世 界 の文化 ・経済に貢献 してい くことが

必要である。

(5)国 際通信事業の現状

アKDDの 経営状況

KDDの62年 度上半期 の経常収益は,対 前年度同期比5.9%増 の1,242

億円,経 常費用 は同4.5%増 の1,056億 円であ り,経 常利益は同14.9%増

の186億 円であった(1-1-1-28表 参照)。 また,当 期中間利益は同

32.6%増 の81億 円,1株(500円)当 た りの利益 は139円63銭 であ った。

同社 は,61年 度決算 においては,国 際通話料 の引下げ等 による減益か
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1-1-1-28表KDDの 経営状況

(単位:億 円)

61年度 決算 62年 度決算

経 常 収 益 2β18

(1,172) (1,242)

電気通信事業営業収益

電 話 取 入

テ レ ックス収入

電 報 収 入

専 用 収 入

デ ータ通 信収 入

デ ー タ伝送 収 入

そ の 他 の 収 入

附帯事業営 業収益

営 業 外 収 益

2,225

(1,137)

1,586

(795)

348

(196)

(易

(111)

(ll)

(ll)

(ll)

(ll)

(;1)

一
(1,195)

一
(905)

一
(138)

一
(23)

一
(62)

一
(17)

一
(14)

一
(37)

一
(8)

一
(38)

経 常 費 用 2,044
(1,010) (1,056)

電気通信事業営業費用

附帯事業営 業費用

営 業 外 費 用

1,965
(967)

35
(17)

45
(26)

(1,016)

(18)

(22)

経 常 利 益 274

(162) (186)

(注)()内 は上半期の実績である。

ら,62年 度上半期は増収増益 に転 じている。

営業利益 の内訳をみ ると,同 社 の営業収益 の約75%を 占め る国際電話

収入が,前 年度同期比 で13.7%増 加 してお り,料 金値下げ等に よる国際
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電 話 の利 用 増 が 良好 な財 務 状 況 とな って 現 れ て い る とい え よ う(1-1

-1-29図 参 照)
。

エー1-1-29図KDDの 営業収益の内訳(61年 度)
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コ
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KDD資 料により作成

また,同 社 の63年 度事業計画においては,サ ービス分野では,① 電

話,公 衆データ伝送等のサ ー ビス メニ ューの拡充,② 可搬型地球局等を

利用 した専用回線サ ービス,映 像伝送サ ービス及び テ レビ会議サー ビス

の提供,③63年 末に完成予定の,我 が 国最初 の光海底ケーブルである第

3太 平洋横断 ケーブル(TPC-3)に よ り,海 底ケ ーブル経由の高速符

号専用回線サ ー ビスの提供等の高度サ ービスの提供が予定 されている。

また,海 底 ケーブルの建設等の通信網 ・伝送路の拡充 ・強化及びISD

N関 連技術や移動体通信技術等の開発を行 うこととしている。

これ らの計画の実施 によ り,同 社 は63年 度 収支計画 として,収 入額

2,856億 円,支 出額2,382億 円を見込んでいる(1-1-1-30表 参照)。

イKDDの 設備投資
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1-1-1--30表KDDの 収 支 計 画

(単 位1億 円)

62年 度事業計画63年 度事業計画

電気通信事業営業収益

電 話 収 入

テ レ ッ ク ス収 入

そ の 他 の 収 入

2,354

1,775

263

316

2,774

2,221

204

349

附 帯 事 業 収 益

営 業 外 収 益

計

営 業 費 用

営 業 外 費 用

計

KDD資 料により作成

19

82

2,455

2,175

31

2,206

19

63

2,856

2,352

30

2,382

61年 度 の設備投資額 は540億 円(対 前年度比5,0%減)で あ った。62年

度,63年 度 の設 備投資計画額は,そ れぞれ721億 円,602億 円 とな ってい

る。

同社の63年 度 の設備計画の主 な ものと しては,第3太 平 洋横断 ケープ

ル(TPC-3),香 港 ～ 日本 ～韓国 ケーブル,グ ァム～ フィ リピン～台湾

ケーブル等 の建設計画の推進,国 内デ ィジタルマイ クロ伝送路 の建設等

が挙げ られてい る。

(6)国 際電気通信 の経済的影響

ここでは,産 業連 関の手法を用 いて国際電気通信事業 の活動が他の産

業 に与え る影響 につ いて分析す る。

ア 国際電気通信事業の生産活動 による我が国経 済への波及効果

60年 の国際電気通信事 業の生産誘発効果は1.60で あ り,国 際電気通信

事業が2・178億 円の生産を行 う間 に,国 際電気通信事業以外 の産業に及

ぼ した生産誘発 は1,307億 円であった。
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国際電気通信事業の生産活動に よって各産業が得 られ る付加価値額発

生分布をみ ると,全 体の61.8%が 自らの産業に,34.0%が 国内の他産 業

に,残 りの4.2%が 輸入を通 じて諸外 国に発生 している。

国際電気通信事業の付加価値額発生分布の特徴 としては,国 内第一種

電気通信事業 の付加価値発生率が12.8%と 高い ことであ る。 これは,我

が国において国際電気通信サ ービスを提供する際には,国 内の回線 は原

則と して国内第一種 電気通信事業者 の回線を利用す るためであ る。

イ 我 が国における国際電気 通信 の利用

1-1-1-31図 国際電気通信サービスの利用分野
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郵政省資料,「 産業連関表」(行政管理庁),「 延長産業連関表」(通 商産業省)

により作成
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国際電気通信事業サ ービス利用 の 主 な産業分野 は,商 業(35・1%)・

国内第一種電気通信事業(13.0%),運 輸(11.4%),金 融 ・保険(10・6

%)等 であ った(1-1-1-31図 参照)。

特化指数をみ ると,商 業 が30.6と 圧倒的 であ り,以 下,運 輸業が9.9,

国内第一種電気通信事業が9.7,金 融 ・保険が9.2と な ってい る。

国内通信の利用 と比較す ると,運 輸業 が高い比率 とな ってい るのが特

徴的であ る。

1-1-4情 報化の現況

(1)情 報流通の動 向

流通す る情報量の把握 による情報化の定量的 な分析 として,郵 政省で

は 「情報流通セ ンサ ス」を49年 度以降毎年実施 している。 ここでは,情

報流通セ ンサスの四つの指標 の うち,供 給情報量及び消費情報量を中心

に分析す る。

(供給 情報量 の10年 間 の変化)

情報流通セ ンサ スの対象 とな ってい る42種 類 の メデ ィアの うち,10年

前 と比較可能 な35種 類 のメデ ィアについて,情 報量 と10年 前 との増加率

との関係をみ る。

これ に よると,フ ァクシ ミリ,専 用 データ通信,公 衆交 換系符号伝送

(無線呼 出 し)等 の企業活動において主 に 利用 され るメデ ィアの 増加率

が大 き くなっているのが,こ の10年 間 の特徴である(1-1-1-32図

参照)。

と りわけ,フ ァクシ ミリは,増 加率が約60倍 と伸びが顕 著である。 ま

た,専 用 データ通信及び公衆交換系符号伝送 も,増 加率がそれ ぞれ約5

倍,約4倍 と大 きい。企業活動において主 に利用 され るこれ らの メデ ィ

アは,今 日,情 報化の主流 を占めている。
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供給情報量の10年 間の変化

γ

屋外掲示物

*毒。へ10'3・1

(専用)

有線ラジオ放送有線放巻電脂

0,1倍

(注)目 盛 りは対数目盛 りである。

ラジオ放送

象傘総毯給情報量
テレビジョン故送

101B〔61年 度)

(消費情報量 の10年 間の変化)

同様に,35種 類の メデ ィアについて,消i費 情報量 について10年 前 との

増加率 との関係をみ る。消費情報量 については,マ ス ・メデ ィアの増 加

率が小 さいのが分か る。 また,総 供給情報量 と同様 に,総 消費情報量に

ついて もマス ・メデ ィアの占め る割合が 高 い の で,全 体 の傾向 も,マ

ス ・メデ ィアと似た傾 向に なる(1-1-1-33図 参照)。

(最近 の情報流通量 の特徴)

最近 の情報流通量 の特徴は,マ ス ・メデ ィアにおいて,活 字 メデ ィア

か ら電気通信 メデ ィアへ,文 字情報か ら音声 情報及び画像情報へ と相対

的 ウェイ トが増大 していることである。 これは,情 報流通量が増大 した

結果,電 気通信 メデ ィア,音 声情報,画 像情報 とい う,直 観的に把握 し
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1-1-1-33図 消費情報量の10年 間の変化
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コンピュ　タ　ぽ

,ン ビ。.,.ソ フ・ 。話,。。誌 工.手 交文普

はが きr」 ホ

(61年度)

(注)目 盛 りは対数目盛 りである。

やすい メデ ィアが主流 とな る傾 向を示 している ものである。

(2)家 庭の情報化

今 日,情 報通信に対す るニーズは,家 庭 において も高 まってい る。 こ

こでは,総 務庁 の 「家計調 査報告」 に より,家 庭 の情報化を支 出面か ら

概 観す る。

ア 情報関係支出 の推移

62年 の全国,全 世帯(平 均世帯人員3.67人,世 帯主の平均年齢48.0

歳)の 消費支 出は,1世 帯 当た り337万1,326円(1か 月平均28万944円)

で,前 年に比ぺ名 目で1.7%,実 質では1.9%の 増加 となった。

この うち,「 情報通信支出」 と 「情報 通信支援財支 出」 か ら成 る 「情

報 関係支出」 につい てみ ると,対 前年比4.0%増 の16万7,254円(1か 月
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エー1-1-34表 情報関係支出の内訳(62年)

区 別 62年支出(円)獅 舗 譜力1轟

情

報

関

係

支

出

情

報

通

信

支

出

通

信

郵 便 料
電話通信料,通 信機器,運送料
受 信 料

4,787

67,630

9,180

△3.O

l:1
}:言
1.5

小 計181・597・ ・ 1.6

新

聞
書

籍

等

新 聞
雑 誌
週 刊 誌
他 の 書 籍
他 の 印 刷 物
教 科 書
学 習 参 考 書

28,789

3,177

528

1i,095
2,992

1,474

4,ll7

子:1
△4 .7

凸0 .9

8.2

10.1

△8.0

{:l

l:§
1』

一

小 計1・ 範 1.1 1.3

小 計13・76gl・ ・Il・5

情

報

通

信

支

援

財

支

出

電
気
音響

機
器
等

ラ ジ オ
テ レ ビ ジ ョ ン 受 信 機
ス テ レ オ 機 器
テ ー プ レ コ ー ダ
VTR
パ ソ コ ン・ワ ー プ ロ

他 の教 養 娯 楽 用 耐 久 財
教 養娯 楽用 耐久財修 理 代

;

乙

彗
2

1器

§;l

l竃l

lll

9.5

14.3

21.1

△11 .7

14.9

=
一

?:雪

1:1

=

=

小 計1・ ・9561・ ・ 1.5

文

房

具

万 年 筆
ボ ー ル ペ ン

鉛 筆
ノ ー ト ブ ッ ク

他 の 紙 製 品

、;1

多設
2,182

△14 .1

量:1
△1L8

4.5

1:含

1:8
1.4

小 計3,529 0.1 1.2

小 計1・ ・485 7.31.5

合 計ll6…4・ ・ll・ ・

全 消 費 支 出 ・,371,3261L7「1・5

「家計調査年報」(総務庁)に より作成

(注)62年 から品目分類が改められているが,情 報通信関係の主な変更点は,次 のとお

りである。

① 「はがき」と 「他の郵便料」が統合されて 「郵便料」 となった。

② 「通信」の中に電話機等の 「通信機器」 という項目が設けられた。

③ 「他の教養娯楽用耐久財」の中から「パソコン・ワープロ」が独立の項目となった。
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平均1万3,938円)で,消 費支 出全体に 占め る割合 は5.0%と な り・61年

の4.8%か ら0.2ポ イ ン ト上 昇 した(1-1-1-34表 参照)。

イ 情報 通信支 出の推移

情報を直接提供 し,又 は提供 を受け るための家計か らの支出であ る情

報通信支出は,62年 は,1世 帯 当た り13万3,769円(1か 月平均1万1,147

円)で,前 年に比べ3.2%の 増加であ り,10年 前 の1.5倍 であった。

電話通信料は,6万1,969円 で1か 月当た り5,164円 であった。

受信料は,前 年 とほぼ 同額であ るが,55年 及 び59年 に受信料 の改定が

あったため,10年 前の1.5倍 であ った。

新聞 ・書籍等に対す る支 出は,5万2,172円 で,10年 前 の1.3倍 であっ

た。

ウ 情報通信支援財支出

情報 を直接提供 し,又 は提供 を受け るために使用す る物 的財 に対す る

家計か らの支出である情報通信支援財支 出は,62年 は,対 前年比7.3%

増の3万3,485円(1か 月平均2,790円)で あ り,消 費支出全体 に 占め る

割合は1.0%で あ った。

この うち,電 気音響機器(ラ ジオ,テ レビジ ョン受信機,ス テ レオ機

器,テ ー プレコーダ及 びVTR)に 対す る支 出は,対 前年比12,5%増 の

1万9,934円 であった。

VTRに ついては,60年 か ら独立 した支出項 目として取 り上げ られた

が,62年 は,対 前年比14.9%増 の6,021円 であ った。

また,62年 のパ ソコン ・ワープ ロに対す る支出は,4,543円 であ った。

これを都市 規模別にみ ると,大 都市では,VTRに 対す る支 出を上 回っ

てお り,現 在,大 都市において家庭へ の普及が進 んでい ることが分か る。

(3)経 済の惰報化

ここでは,産 業連関 の手法 を用 い.我 が国 の情報化の進展 を経済的側



1-1通 信及び情報化の現況 一41一

面からとらえることとする。

ア 情報通信経済の構造

情報通信経済の構造が,① 情報通信部門,② 情報通信支援財部門,③

非情報通信関係部門,④ 情報通信支援財部門の組織内情報通信部門及び

⑤非情報通信関係部門の組織内情報通信部門の5部 門から成 り立ってい

るものとして分析を行った。

イ 投入構造

組織内情報通信部門を産業連関表に組み込んだ,60年 の5部 門産業連

関表は1-1-1-35表 のとお りである。

(情報通信関係部門)

情報通信部門,情 報通信支援財部門,情 報通信支援財部門の組織内情

報通信部門及び非情報通信関係部門の組織内情報通信部門から成る情報

通信関係部門の生産額は,238兆2,960億 円である。 このうち両組織内情

報通信部門が56.4%を 占めており,経 済の情報化は両組織内情報通信部

門が中心となっていることが分かる。

(情報通信部門)

情報通信部門の投入構造は,中 間投入が35.7%,粗 付加価値部分への

投入が64.3%で あり,粗 付加価値部分への投入比率が高い。

粗付加価値部分への投入のうち,雇 用者所得が73.4%(情 報通信部門

の生産額の47.2%)を 占めており,情 報通信部門が労働集約的な要素が

強い部門であることを示 している。

(情報通信支援財部門)

情報通信支援財部門の投入構造は,中 間投入が80.0%,粗 付加価値部

分への投入が20.0%で あ り,中 間投入比率が高い。

中間投入のうち,非 情報通信関係部門が42.1%(情 報通信支援財部門

の生産額の33.7%)を 占めており.物 財生産部門の 性格を 表 している



1-1-1-35表 昭和60年5部 門情報通信産業連関表

(単位:10億 円)

情報通倍部rll

情級通信支援

財部門の組織

内情撮通信部門

情報通僑支援

財部門

非情報通信関

係部門の組織

内情報通信部門

非情報通信関

係部門
中間需要計 家計消費支出

一般政府潮質

支出

国内総固定資

本形成
他の最終需要 最終需要部門計 国内生産 額

情 転 通 信 部 門 9,177 3,150 一 23,267 一 35,594 11,099 11,595 一 65 22,?60 58,354

柵報通信支援財部門の

組織内情報 通偲部円
一 一 U,816 一 一 11r8工6 一 一 一 一 一 11,816

情報通信支援 財部門 2,268 2,706 9,305 5,057 587 19,923 2,586 一 且2,577 10,489 25,652 45,575

非情報通信関係部門の

組織内情報通 偲部門
一 一 一 一 122,551 122551 一 一 一 一 一 122,551

非悔報通信関 係部門 9,361 850 15,336 14,469 249,670 289,686 164,963 19,82! 73,981 M,011 272,776 562,462

中 間 投 入 計 20β06 6,705 36,`57 42,793 372,808 479,570 178,648 31,416 85,558 24,565 321,187 800,757

雇用者所得(情報労働者} 24,447 4,220 一 74,229 一 102,897

「60年延長産業迎関表」(通商産案省)、「工藁統計衷」(同),「事業所統計調益報告」

(詮務庁)、「労働力調査年報」(同)、「就業構造基本厨査翰告」(同)、「賃金構造基本

統計調査」(労働省)、「職業別民間給与実態調査」(人事院)に よ1)作成

(注)1.10偲 円単位に四捨五入したため、合計額が一致しないものがある.

2.雇用者所得の分割は、職業を情銀職業及び非情鍬職業に分類して行った。

3.資本減耗引当の分割は、以下の方法により資本財を情報資本財と非冊報

資本財とに分類して行った。

情轍通信闘述中間財費用+雇 用者所得(情報労働者)
惰報資本財

雇用者所得(非 情轍労働

者)
3,104 一 3,006 一 59,745 65,854

資本減耗引当(情報資本) 1,925 890 一 5,529 一 8β44

資本減耗引当(非 情蛾資

本)
1,585 一 1,446 一 32,956 35,987

他 の 付 加 価 値 6,487 一 4,666 一 96,952 108,106

付 加 価 値 計 37,548 5,110 9,117 79,758 189,654 321,187

総 生 産 額

×資本減耗引当

非惜報資本財富資本減耗引当一憎報資本財

国 内 生 産 額 58,354 11,316 45,575 122,551 552,462 800,757
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が,情 報通信支援財部門の組織 内情報通信部 門 も32.4%(同25.9%)と

情報通信関係の投入 も高い比率を占めている。

(組織 内情報通信部門)

情報通信支援財部門の組織内情報通信部門の投入構造は,中 間財投入

が56.7%,粗 付加価値部分への投入が43.2%で あった。

非情報通信関係部 門の組織内情報通信部門の投入構造は,中 間財投入

が34.9%,粗 付加価値部分への投入が65.1%で あ った。

同 じ組織 内情報通信部門 であ って も,投 入比率に大きな差 が あ る の

は,情 報 通信支援財部 門か らの投入比率 に 大 き な相違があ るためであ

る。

これは,情 報通信支援財部門の組織内情報 通信部門は,非 情報通信関

係部門の組織 内情報通信部門 よ りも,情 報通信機材 を多 く使用す ること

を示 している。

(4)産 業分野における情報通信 の活用

現在,情 報通信は,産 業分野を中心に活用が進んでいる。

産業分野 におけ る情報通信 のニーズは,経 済構造が変化す る中で,高

度化 ・多様化 している。今後 とも,産 業分野 におけ る情報化は,高 度情

報社会構築 のた めの牽引車的役割を果た してい くことが期待 される。

ここでは,郵 政省の調査(注1)を 基 に,産 業分野における情報化 の動向

について概観す る。

ア 情 報通信 の活用 目的

企業におけ る情報通信 の活用 目的は,現 在,経 営管理事務や受発注事

務をは じめ とした企業経営 の合理化 ・効率化が中心 となっている。 さら

に,今 後は,決 済事務の合理化,在 庫の適正化等に 目的が広が ってい く

ことが予想 され る(1-1-1-36図 参照)。

一方 ,今 後の重点的な活用 の方 向をみ ると,販 売情報等 の企業 内情報
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1-1-1-36図 情報通信の活用目的
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資源の有効活用,市 場 ニーズの把握 による商品開発力 の強化等 の,企 業

の意思決定 と結びついた,企 業戦略的活用がみ られ る。 さらに,受 発注

システムを結合 した取引先の確保,ダ イ レク トメール等に よる消費者 ニ

ーズ即応体制 の整 備 ,商 品情報,入 荷情報等の提供 に よる消費者 の利便

性 向上等 を 目的 とす る動 きがみ られ る(1-1-1-37図 参照)。

イ 情報化の現状

企業 においては,情 報通信 の活用 を図 るに当た って,企 業 内情報通信

ネ ッ トワー ク構築 の一環 と して,OA化 やFA化 が進 め られている。

OA化 は,1-1-1-38図 に よると,こ れ まで,フ ァクシ ミリ,パ

ソコンの導入 を中心 に進め られている。 今後 も,こ れに加 えて ,情 報通

信 を重点的に活用す るため,LANの 導入 によるOA機 器 のネ ッ トワ_

ク化・各種情報資源 の共有化及びマルチ メデ ィア間相互通信への取組 に

向けて の検討が行われ てい る(1-1-1-38図 参照)。

業種別にみ ると・単体 としての ファクシ ミリ及びパ ソコンは,全 業種
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情報通信の重点的活用
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にかな り普及 している。 また,LANの 導入に よるOA機 器 のネ ッ トワ

ー ク化 は,卸 ・商社,小 売業及 び金融 ・保険業において導入の意 向が比

較的高い。

FA化 は,現 在,NC工 作機械,CAD・CAM,ロ ボ ッ ト等の導入が

進 め られている。 さらに,生 産 システムと経営管理 システムを統合す る

総合ネ ットワー ク構築へ の取組が始 ま りつつある。

(データベースの活用状況)

データベースの活用につ いては,顧 客,技 術,商 品情報等 の自社 内情

報 のデータベース化が中心 とな っている。 また,業 界内等 の共同利用型

データベ ースの構築 ・利用,自 社内データベ ースの外部への提供及 び外

部 の商用デ ータベースは,現 在あ ま り導入 されていないが,今 後活用す

るとい う意向がみ られ る(1-1-1-39図 参照)。

業種別にみる と,自 社内情報 のデ ータベース化 は全業種に活用 されて

い る。 また,信 用情報等を対象 と した業界内の共 同利用型データベース
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エー1-1-38図OA化 の 状 況
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の構築が金融 ・保険業に おいて,外 部 の商用デ ータベースの 利 用 が 金

融 ・保険業及び製 造業 において活用 されてい る。

(ネ ットワー クの構築状況)

現在,過 半数 の企業が,自 社内にネ ットワー クを構築 してお り,今 後

もその構築 の意 向が高い。

現在,取 引先企業等 とを結ぶ ネ ットワー クを既に構築 してい る企業 は

約2割 であ る。 今後,こ の種 のネ ットワー クを構築す る意向の企業は約

半数 である(1-1-1-40図 参照)。

業種別にみ ると,全 般 的には金融 ・保険業が先行 してい る。 さらに,

取引先企業等 とを結ぶネ ットワー クの構築 はほぼ全業種 に お い て,ま

た,同 業種企業等 とを結 ぶネ ッ トワー クの構築が運輸業及び小 売業にお
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データベースの活用状況
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ウ 情報通信の進展が企 業経営に与 え る効果

情報化の進展 は,今 後,研 究開発,生 産,

の
外

部

へ
の
提

供

自
社
内
デ
ー
タ
ペ
ー

ス

販売 。マーケテ ィング,グ

ループ戦略,新 規事業等の企業経営の様々な分野に影響を及ぼす ことが

予想され る(1-1-1-41図 参照)。

工 情報通 信の活用に当たって の課題

情報通信を よ り効果的に活用す るに当たっては,人 材,費 用負担,標

準化,安 全性 ・信頼性等の様々な課題がある。 と りわけ,経 営セ ンスを

身につけた技術者 の確保,ソ フ ト開発 ・保守要員の確保,OA機 器操 作

能 力のあ る人材の確保 とい った人材に関す る課題が多 く指摘 されている

(1-1-1-42図 参照)。
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工一1-1-40図 ネ ットワークの構築状況
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…
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製造業においては,情 報通信 を活用 した生産 システ ムの制御 を図 るた

め,NC工 作機械,CAD・CAM,ロ ボ ッ ト等を導入 し,市 場 動向に対

応 した多品種少量生産体制に向けて情報通信 の活用を進あてい る。

このため,情 報化は企業 内の生産部 門だけ に とどま らず,生 産部門 と

下請企業,流 通部門 と卸 ・小売業 との間を結 ぶ受発注業務 を行 うた めの

ネ ットワー クが構築 されている。 さらに,メ ーカーの物流部 門 と運輸業

者 の間等,外 部 とを結ぶネ ットワー クの構築に向けての取 組が開始 され

てい る。 自社系列化 の進んでい る部分 について,物 流業者に至 るまでを

一貫 して結ぶ ネ ットワー クを構築 してい る例 もある。 また,同 業種の製
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(注)各 分 野 の 中 で,回 答 数 の 多 か った もの の み を掲 げ た 。
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1-1-1-42図 情報通信の活用に当たっての課題
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造業 と卸売業が共 同で利用す るネ ッ トワー クを構築 してい く動 きが 日用

雑貨品業界や食品業界においてみ られ る。 しか しなが ら,卸 ・小 売業が

他社製 品や異業種の商品を も扱 っている場 合には,こ れ らを結ぶネ ット

ワークがなか なか構 築 され ない状況にあ る。

また,加 工組立部門を中心 とした海外進出に伴い,国 際的な情 報通信

ネ ットワー クの構築が進 んでいる。

(卸売業)

EOS(ElectronicOrderingSystem)に よる受発 注及び在庫管理等,

小 口多頻度の納入 ニーズに対応 できる業務 の効率化 ・高機 能化が進め ら

れ てい る。 一部 の卸売業では,EOS,POSデ ータ分析 情報 を活用 し,

小売店の支援,製 造業への市場情報提供 を行 ってい る。

また,地 域 性のある卸売業者が,中 小卸売業 同士,あ るいは小 売業 と

共 同で これ らを結 ぶ情報通信ネ ットワー クを構築 ・活用 し,共 同配送 シ
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ス テムの活用 を軸 としなが ら,ボ ランタ リー ・チ ェー ン,フ ランチ ャイ

ズ ・チ ェー ン等チ ェーン化 して大規模化 してい く動 きもみ られ る。

(小売業)

大手,中 堅 の小売業 を中心に,受 発注,決 済等 の事務分野 の効率化 を

図 るとともに,POSデ ータの分析,顧 客デー タベースの構築等に よ り,

商品企画 ・開発力,顧 客 ニーズへの対応力の強化を図 っている。

また,大 規模店,量 販店が,卸 売業 との間でこれ らを結ぶ ネ ッ トワー

クを構築 し,場 合に よっては製 造業 と直接にネ ッ トワークを構築す る例

もみ られ る。

さらに,大 手百貨店,ス ーパーマ・一ケ ッ トにおいては,他 業界 との間

を情報通信ネ ッ トワー クで結 び.こ れを活用 して提携を深 め,情 報,サ

ービス等 の関連分野 の総合サ ービスを提供 し
,店 舗機能 の高度化を 目指

す ものが現れている。

(運輸業)

大手 を中心 に,VANを 利用 した入 出荷指示,貨 物追跡管理等の総 合

物流管理,MCAシ ステムの活用 による配車 の効率化等 を進め,流 通分

野か らの多頻度多品種小 口輸送や納期短縮 のニーズへの対応が図 られ て

いる。

さらに,VAN等 を活用 して,受 発注代行サ ービス,ト ータル物流情

報サー ビス,無 店舗販売支援サ ー ビス等の高度な輸送 サー ビスの提供,

新商品の開発 等が行われている。

(倉庫業)

大手を中心 に,倉 庫管理 のた めのシステムの導入によ り,在 庫管理,

入出庫管理の効率化等が図 られ,荷 主の流通 ニーズに対応 できる多頻度

多品種小 口出庫体制 に向けての取組が進みつつ ある。一方,中 小倉庫業

者においては,ネ ットワー クの共同利用に より,全 国規模 の物流サー ビ
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スの提供等,事 業の共同化 を進 めてい る例 もみ られる。

(イ)金 融分野

(銀行業)

40年 代か ら50年 代 の第一次 オ ンライ ン化及び第二次オ ンライ ン化 は,

預金,為 替等 の勘定系 の業務 の効率的処理を 目的 とす るシステ ムの構築

がその中心であ った。現在,金 融 の自由化,国 際化に対応 す るため,第

三次 オ ンライ ン化が推進 されてい る。第三次オ ンライ ン化 においては,

従来 の勘定系 の業務 の充実に加えて,顧 客情 報,経 営情報 等の各種情報

の集計処理,フ ァー ムパ ンキ ング等外部に構 築 されてい るネ ットワー ク

との接続,海 外支店 との国際 ネ ッ トワー クの構築等の機能充 実が 目指 さ

れている。

(証券業)

40年 代か ら50年 代 の第一次オ ンライ ン化及び第二 次オ ンライ ン化 は,

注文処理,顧 客デ ータの統括管理等の事務の合理化 ・効率化 を 目的 とす

る システムの構築が 中心で あった。現 在,大 手証券会社 を中心 に,第 三

次オンライ ン化が進 め られてい る。第三次オ ンライ ン化 においては,急

増す る業務処理 に対応 した従来の システ ムの見直 し,投 資情報等 をオ ン

ライソで提供 す るための情報提供 システ ムの充実及 び業務処理 システム

との統合,さ らに,国 際 ネ ッ トワー クの構築 等の機能充実 が 目指 されて

いる。

(ウ)サ ービス分野

(サー ビス分野全般)

サ ービス分 野全般 としては,業 務の主要機 能の効率化,高 付加価値化

を 目的 と した情報通信 の活用が行われてい る。

また,顧 客 との間においては,個 人向けサ ービスにおい てカー ドを利

用 した顧客 ニーズ把握体制 の形成へ の取組が多 くみ られ る。現在 のとこ
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ろ,事 業所又は個人 とを直接に結 ぶネ ッ トワー クを構築 してい る例 は少

ない。

さらに,飲 食業等 のチェーン店 においてみ られ るように,本 部 とチ ェ

ーン店等 との間で組織 内ネ ッ トワー クを構築 し,POS情 報の分析結果

等の経営情報の共有化 の動 きがみ られ る。

(労働者派遣事業)

労働者派遣事業においては,情 報通信の活用に より,派 遣要 員管理等

の内部事務を効率的かつ きめ細か く実施す ることを図っているほか,派

遣要員に対 してそのニーズに合わせた業務情報の提供等に よって就業機

会の増加を図るな ど,派 遣 要員 の確保に努 めている。

(旅行業)

旅行業においては,鉄 道,航 空,宿 泊施設等 とを結 んだVANの 活用

や,ビ デオテ ックス等の ニューメデ ィアを活用 した予約 システムの提供

等によ り,業 務 の効率化及 び利用者の利便を図 ってい く動 き が み られ

る。

(教育産業)

ファクシ ミリ,パ ソコン通信を利用 した通信教育や通信衛星 を利用 し

て授業を行 うな どの動 きがみ られ る。

(不動産業)

業者間で物件情報を交換 し,迅 速かつ円滑な成約 に結 びつけ るため,

大手 ・中小業者を問わず レイ ンズ(不 動産流通標準情報 システム)等 情

報 システムの活用に よる物件情報の交換が広 く行われてい る。
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1-2通 信政策及び通 信サー ビス

1-2-1通 信 の一層の進展に向けて

我が国が均衡のとれた国土を形成し,国 際社会に一層の貢献を してい

くためには,通 信の側面か らも各種の政策あるいは政策支援措置等が必

要である。

郵政省では,通 信の一層の進展を図 り,情 報通信基盤を整 備 す る た

め,種 々の施策を講じている。

(1)電 気通信の発展に向けて

ア 通信 ・放送衛星機構法の改正

通信 ・放送衛星機構が産業投資特別会計の出資を受けて行 う業務等に

関 し,所 要の規定を整備するため,通 信 ・放送衛星機構法の一部が改正

され,4月,公 布された。

その主な内容は,以 下のとお りである。

① 産業投資特別会計の出資に伴 う財務 ・会計関係規定の整備

② 通信 ・放送衛星機構の業務の対象 となる通信衛星の定義の改正

イ 電気通信事業法の施行状況の検討

電気通信事業法が施行されてから63年3月 で3年 が経過 した。

同法附則第2条 は,施 行後3年 以内に施行状況を検討 し,そ の結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする旨を規定 している。

郵政省では,施 行状況について検討を行 うため,62年11月 以降,電 気

通信事業者,電 気通信事業者団体,関 係業界団体及び経済団体 ・ユーザ

代表から,電 気通信事業法の施行状況,事 業運営上の課題等に関する意

見 ・要望の聴取を行った。
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また,63年1月,電 気通信事業法附則第2条 に基づ き 講 じるべ き措

置,方 策の在 り方について,電 気通信審議会 に諮問 した。

同審議会では,63年3月 答 申を 行 った。 その 概要は 次の とお りであ

る。

(ア)電 気通信事業法の施行状況

施行状況,意 見 ・要望等を分析,検 討 した結果,

① 電気通信制度改革後 の電気通信市場は,多 彩 な新事業者 の誕生,

料金 の引下げ等,制 度改革の趣 旨に沿 った方向で展開 している。

② 国際第二種電気通信事業に関す る電気通信事業法の改正等 これ ま

でも必要 な措置が講 じられて きた。

③ 新事業者 のサ ービスは開始 されたばか りであ り,市 場 の今後の動

向を検討す るには,な お十 分なデータが必要であ る。

④ 関係者 の意見 ・要望をみ ると,法 制度 よりはむ しろ法 の運用面及

び支援措置に関す るものが多い。

な どの事情を総 合的 に判断する と,現 時点 において現行制度の枠組み

を変更すべ き状況 にはな く,電 気通信事業法を改正す る必要はない。

なお,電 気通信事業法 の施行状況 については,必 要に応 じて適宜検

討を行い,利 用者の利便 の向上に資す るよ う適切 な措 置を講 じること

が必要である。

(イ)電 気通信 の発展のた めの課題 と提言

電気通信 の一層 の発展 を図 るための課題 と提言 としては,競 争基盤

の整備,電 気通信事業者 の企業体質 の強化,社 会資本である電気通信

ネ ッ トワー クの高度化,料 金の一層 の低廉化の推進,国 際化への積極

的対応等が ある。 これらの うちその対応策が具体化 している ものにつ

いては,早 急に具体策 を講 じる必要が ある。

これ らを踏 まえて郵政省 としては,電 気通信制度 の適切な運用及び電
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気通信の発展のための諸方策を講 じてい くこととしている。

(2)電 気通信振興のための環境整備

ア63年 度税制改正

63年度の電気通信関係の税制改正の概要は,以 下のとお りである。.

(電気通信事業等の振興のための措置)

① 新規第一種電気通信事業者の事業に係る事業所税の非課税

②CATV業 を中小企業等基盤強化税制の対象事業に追加

(電気通信基盤高度化促進のための措置)

① 高性能時分割通話路設備(デ ジタル交換設備)に ついて,経 済社会

エネルギー基盤強化税制を適用

② 中小企業新技術体化投資促進税制(メ カ トロ税制)の 適用期限延長

とデジタルボタン電話設備,チ ャンネル自動選択型移動無線通信装置

(MCA),移 動無線局識別装置(AVM)と 同時に設置する専用の移動

無線局装置を対象設備に追加

③ 第一種電気通信事業者及びCATV事 業者に対する 「電線類の地中

化設備投資促進税制」の適用期限の延長

(高度電気通信設備の普及促進のための措置)

デジタルボタン電話設備及びデジタル構内交換設備の耐用年数の短縮

(地域の情報化のための措置)

① 民間事業者の能力の活用による整備の促進に関する臨時措置法(以

下 「民活法」 とい う。)に関する税制特例措置の適用期限の延長

② 民活法に関する税制の対象として,特 定電気通信基盤施設及び多目

的電波利用基盤i施設(以 下 「マルチ ・メデ ィア ・タワー」 とい う。)

を追加

(電気通信研究開発の促進のための措置)

① 「増加試験研究費税額控除制度」及び 「基盤技術研究開発促進税制
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(ハイテ ク税制)」 の適用期限 の延長

② 基盤技術研究促進 センタープ ロジェク トへの民間出資の一部 を 「試

験研究費」 に算入

イ63年 度電気通信関連財政投融資

63年 度の電気通信に関連す る財政投融資については,特 定電気通信基

盤i施設及びマルチ ・メデ ィア ・タ ワーの整備事業 が新たに 日本開発銀行

等か らの出融 資の対象 とされた。

ウ 地域 におけ る社会 資本 としての情報通信基盤 の整 備

地方公共 団体 の出資又は拠出に係る法人に対 して行われる 日本開発銀

行等か らの無利子融資の対象施設 として,新 たに以下の ものが加え られ

た。

① テ レ トピア指定地域 内事業 と して地域共同利用無線ネ ットワーク整

備事業及び地域ISDN整 備事業

② 民活法対象事 業 として特定 電気通信基盤施設整備事 業及び マルチ ・

メデ ィア ・タ ワー整備事業

エ ハイビジ ョンの普及促進 のための基 盤整備

ハイ ビジ ョンの普及促進のために,通 信 ・放送衛星機構が行 う衛星所

有業務 に対す る産業投資特別会計 の出資等 が認め られた。

オ 基盤技術研究促進セ ンターの出融資

基盤技術研究促進 センターは,民 間活 力を最大限に活用 して民間 にお

いて行われる基盤技術に関す る試験 研究を推進す るための機関であ り,

民間が行 う試験研究に必要な資金を供給す るために出資事業 や融資事業

を行 うほか,国 立試験 研究機関 と民 間 とが行 う共 同研究のあっせん,海

外 の研究者 の招へいその他民間において行われる基盤技術に関す る試験

研究を促進す るために必要 な業務を行ってい る。

62年 度におけ る新規採択案件に対する出資は,15件10億4千 万円 と決
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1-1-2-1表 基盤技術研究促進センターから出資を受けた研究開発会社の例

(単位:百 万円)

テ ー マ 名

小電力高速通信
の基礎研究

CATV型 ネ ッ

トワークにおけ

るディジタル統

合通信技術に関

する試験研究

機種OSを 異に

するコンピュー

タ間通信応用シ

ステム開発用新

世代言語の研究

ミリ波を利用し

た遠隔監視制御

システムの試験

研究

度

一
額

み
資

ω
セ
出

45

160

135

120

会 社 名

㈱小電力高速通信

研究所

㈱ シーエーティブ

イ基盤技術研究所

㈱ ア ドバ ンス ド ・

シス テ ム研 究 所

㈱ ロボテック研究

所

概 要

将来の無線通信の需要増加に

柔軟に対応するため微弱な電波

に焦点を当て,限 定された小サ

ービスエ リアにおける小電力高

速通信方式及びそれに必要な低

電圧ロジックデザイン等に関す

る基礎技術の研究開発

CATVの よ うなツリー状網

において自由な双方向通信を可

能とするための基 盤 技 術 とし

て,最 も基本的なデ ィジタル電

話システムを対象に,デ ィジタ

ル交換技術 ・時分割多重アクセ

ス技術 ・秘話技術 ・双方向伝送

路技術等の試験研究

異機 種 混 成 ネットワーク上

で,自 由に他のコンピュータと

通信できる適用業務プログラム

を,簡 潔 ・明快に,か つOSの

違 いに関係なく作成できる新世

代言語と,そ の環境を提供する

ためのソフトウェアに関する基

礎技術の研究開発

半径2km程 度 の自然環境下

で約100台 の移動体を集中監視

し,各 移動体が安全に機能する

よう制御しうるミリ波による遠

隔監視制御システムに必要な基

盤技術(ミ リ波送受信装置技術,

ミリ波センシング技術,通 信管

制システム技術)の 試験研究
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定 された。 この うち電気通 信関係の新 規採択案件 は,小 電力高速通信,

CATV型 ネ ッ トワー クにおけるデ ィジタル統合通信技術,機 種OSを

異 にす るコ ンピュータ間通信応用 システ ム開発用新世代言語,ミ リ波 を

利 用 した遠隔監視制御 システ ムの各試験研究の4件 のほか,4件 のテ レ

トピア推進法人の試験研究等8件5億2千 万円 と報道発表 され た(1-

1-2-1表 参照)。

また,基 盤技術 の試験研究を行 う企 業等に対する新規採択案件の融資

は,29件7億5千 万 円で,電 気通信関係の新規融資案件は,19件3億7

千5百 万 円と報道発表 された。

(3)地 域惰報化の推進

ア 大阪 テ レポー トの着工

テ レポー トは,我 が国の国際化,情 報化に対応 した大規模な地域開発

の中核 となる高度 の情報通信拠点 であ り,東 京,横 浜,大 阪等 において

テ レポー ト計画が進 め られている。その うち,大 阪テ レポ ー トが63年1

月,着 工 された。

大阪テ レポー トは,大 阪南港地区 に建設されてい るテ レ トピア計画 の

中核 プロジェク トで もあ り,衛 星通信地球局 とテ レポ ー トセンターで構

成 され る。 また,テ レポー トと都市部 とを光 ファイバで結 び,都 市部か

らのテ レポー ト利用が可能 とな る。

これに よ り,大 阪地方 の経済 ・社会活動の活性化 と大阪 の国際情報交

流の活発化に寄与す るもの と期待 され る。

イ 特定電気通信基盤施設整備事業

特定電気通信基盤施設整 備事業は,埋 立地等 の新規開発地域や工場跡

地等 の再開発地域において,光 ファイバ網,電 気通信総合管理セ ンター

等 の電気通信又 は放送を高度に行 うため の機能等を有する施設の整備を

行 う事業であ る。
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今後,こ の特定電気通信基盤施設の整備を促進す ることで,都 市機能

の高度化又は港湾の利用の高度化を図 り.地 域経済社会の発展 ・向上に

資することが期待される。

(4)技 術開発政策の進展

近年.電 気通信分野では,多 彩な技術が出現 し,細 分化,複 合化傾向

が強まっているため,21世 紀を見通 した電気通信技術の研究開発の推進

が必要 とされている。

また,我 が国では,新 技術の創出,各 国との技術協力等を通 じて,国

際社会へ貢献 してい くことが期待されており,世 界的な視野に立 った研

究開発の推進が求め られている。

ア 電気通信技術に関する研究開発指針の改正

郵政省では,21世 紀へ向けての電気通信技術に関する研究開発の目

標,環 境及び体制の整備等に関する研究開発指針を策定 したところであ

るが,最 近の急速な技術革新及び社会環境の変化に対応するため,62年

8月,こ の研究開発指針を改正 した。

主な内容は,以 下のとおりである。

①21世 紀へ向けての研究開発 目標

広帯域ISDN及 び高度サービス技術,知 的通信を目指 したフロンテ

ィァ技術,電 気通信と社会 ・人間 との調和を目指 した広範な学際的技

術等について,重 点的に研究開発を推進 していくことが必要である。

② 研究開発推進のための環境条件の整備

研究開発面における新事業者への適切な条件での技術移転,組 織間

の人材交流,標 準化,研 究開発のネットワーク化等研究環境条件につ

いて整備を推進していくことが必要である。

③ 国際的視点を重視した総合的研究開発体制の整備

先進国のみならず開発途上国との共同研究を推進 してい くための体
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制を確立 して,電 気通信の高度化を世界的に推進 してい くことが必要

である。

イ 通信方式の標準化に関する長期構想

電気通信の高度化を図るには,標 準化作業を効率良く進めることが不

可欠となっている。このため,中 長期的な観点から通信方式の標準化に

関する検討を行い,総 合的なビジョンを 示すため,「通信方式の 標準化

に関する長期構i想」が63年4月,電 気通信技術審議会から答申された。

主な内容は,以 下のとおりである。

(通信方式の標準化をめぐる体制)

① 時宜を得た効率的な通信方式の標準化を行 うため標準化ガイ ドライ

ンの作成体制等に関する企画機能の充実

②CCITT等 の国際標準化作業と国内標準化作業の連携の強化 ・推進

による標準化作業の効率化の推進

③ 電気通信の高度化に不可欠な通信方式の標準化に関する情報を広 く

普及させるための情報提供機能等の充実

④ 国内標準 と国際標準の整合を図るため,先 進国,開 発途上国双方と

の国際協調の積極的な推進

⑤ 推奨通信方式制定作業の効率化のため,民 間作成原案に基づ く制定

作業の実施の推進

⑥ 標準化された通信方式の普及のためのコンフォーマンス試験や相互

接続試験の充実

(通信方式の標準化ガイ ドライン)

通信方式の標準化を効率的,体 系的に行 うには,電 気通信の現状と動

向,利 用者のニーズ,国 際的な標準化動向と国内標準化の現状等幅広い

観点から,総 合的に標準化のガイ ドラインを作成する必要がある。

したがって,今 後の標準制定作業における指針とするため,各 通信方
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式 ごとに望 ま しい標準制定時期 と重要度 を展望 し,通 信方式の標準化 ガ

イ ドライ ンを作成 した(皿 一1-16図 参照)。

さらに,こ れ らの標準化に当た って,解 決,考 慮すべ き課題 と展望を

各通信方式 ごとに検討 した。

ウ 新 しい電気 システムの実用化 に向け て

(電子 メール通信)

電子 メール通信は,デ ータ,文 書,画 像等 の情報 を通信網 の蓄積交換

機能を利用す ることに よ り,私 書箱通信,同 報通信,時 刻指定通信等の

サ ービスを行 うものであ り,既 に我が国 を含め,各 国 でサ ー ビスが導入

されている。

このよ うな状況の中で,郵 政省 は電子 メール通信 の一層の普及 ・促進

を図るた め,電 子 メール通信の現 状 と動 向を調査す る とともに,今 後の

電子 メ・一ル通信 の高度な利用形態 とその在 り方 を整理 しつつ,将 来像を

明 らかにす るこ とを 目的 として検討 を行 った。

(デ ィレク トリシステム)

デ ィレクトリシステムは,ア ドレス情報や リソース情報等のネ ッ トワ

ー クに関連す る情報 をデータベ ース化 して一元的に管理 し,ま た,こ れ

らの情報を提供す る システムであ る。現 在,CCITTに おいて標 準化が

進 められてお り,1988年 に勧告が出され る予定 であ る。

郵政省は,将 来,導 入が予想 されるデ ィレク トリシステムについて,

標準化 の動向,関 連技術 ・関連サ ービスの現 状 を 調 査 し,シ ステ ム形

態,適 用分野等を検討 して デ ィレク トリのイメージを明確 にす るととも

に,今 後の導 入に際 しての課題 につ いて検討を行 った。

(光通信)

光通信は,軽 量 ・細径の ファイバに よ り高速 ・大 容量 通信が可能 であ

る こと・電磁妨害に対 して強い ことな ど他の メデ ィアにない数 々の特長
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を有 してお り,す でに公衆通信及び専用通信網 の一部に導入が図 られ て

い る。 また,今 後,大 容量 データ通信を中核 とす る多種 多様な ニーズに

対応 できる広帯域ISDN等 を構築 してい くためには,さ らに光通信 の技

術開発 を積極的に促進 し,コ ス トの低廉化を図 りつつ,加 入者系通信網

で普及 させてい くことが重要である。

このため,光 通信 の利用に焦点 を当て,利 用 シス テム,需 要予測等光

通信の将来 ビジ ョンを総合的に検討す るとともに,そ の利用促進のた め

の課題 について,検 討 を行 った。

主な内容は,以 下 の とお りである。

① 光通信基盤の整 備

情報通信量の多 い大都市,地 方中核都市 間を直結す る光通信網の整

備や光通信を利用す るテ レビ会議場 等の施設 を集積 した光情報通信拠

点の整備促進等

② 光通信の普及促進 ・高度化施策

技術開発等に よるサ ービスの コス トの低廉化,加 入者系 まで含めた

光通信 シス テムの試行的導入,広 帯域ISDNの 標準化の推進,光 通信

技術者 の養成等

(フ ロンテ ィア技術)

21世 紀 の高度情報社会において,電 気通信 に求め られる高度 なニーズ

に対応す るためには,従 来の分野 ごとの研究 では進展が望めない領域 で

ある フ巨ンテ ィア領域に関する研究が必要である。

このため,郵 政 省では,電 気通信 に関する フロンテ ィア領域の研究 に

ついて,長 期の研究期間を必要 とし,リ ス クが高 く,電 気通信の高度化

を 目的 と した ものであ り,幅 広 い分野の科学 と電気通信 との関係を研究

し,か つ新 しい領域 を切 り開 く基礎的研究 と位置づけた。 また,具 体的

な研究課題 と して,以 下の3項 目を抽出 し,産 学官の連携,国 立試験研
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究機関の強化の必要性等について提言 した。

① 画像を中心 とす る新 しい複合サ ー ビスを実現す るため,大 容量 で経

済的なハー ドウェアを開発す るのに必要な超高速デバイス技術及 び量

子現 象を利用 した光通信技術等 の超高速通信技術 の研究

② 利用者 の多様な ニーズに対応 し,安 定的な通信 の提供 が 可 能 で あ

り,か つ知識情報処理技術を利用 した高度 なア クセス機能 を もつ高機

能 ネ ットワーク技術 の研究

③ 視聴覚機構の解 明等に基づ き,生 体機能 を模倣 した高度 なパ ターン

情報処理,並 列分 散処理 による高度知的処理等 のバイオ ・知的通信技

術 の研究

(5)宇 宙通信 に関 する主な動き

ア 通信衛 星3号 一aの 打上 げ

63年2月,通 信衛星3号 一a(CS-3a)が 宇 宙開発事業 団種 子島宇

宙 セ ンターか ら打 ち上げ られた。

通信衛星3号(CS-3)は,今 回打ち 上 げ られたCS-3aと63年8

・9月 期に打上げが予定 されているCS-3bの2機 で構成 され ている
。

CS-3は,通 信衛星2号(CS-2)に 続 く第二世代 の実用通信衛星

であ り,通 信容量 が増大す るほか,長 寿命化,サ ー ビスエ リアの拡大等

が図られてい る。 また,非 常災害時通信,離 島通信等CS-2に よる通

信サ ー ビスを引き継 ぐとと もに,新 規 の利用者 に対す るサ ー ビスの提供

等 を行 うこととしている。

なお,民 間においても衛星通信事業者2社 の通信衛星が64年 に打ち上

げ られ る予定 であ り,現 在,準 備が進 め られ てい る。

イ 新 しい システムの研究開発

(放送及 び通信 の複合型衛星 の研究)

放送及び通信 の複合型衛星(BCTS)は,BS-3に 続 く次世代放送衛
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星 に必要な高度放送衛星技術 の確立,移 動体衛星通信 の高機能化技術の

開発等を 目的 とした技術開発衛星構 想である。

63年 度においては,衛 星の概念設計,衛 星放送用高出力中継器等の性

能確認用実験 モデルの試作を行 うこととしてい る。

(総合的な移動体衛星通信実験)

郵政省では,62年8月 に打ち上げ られた技術試験衛星V型(ETS-V)

を利用 して,移 動体通信衛星 に関す る基礎技術の確立 を目的 とす る移動

体衛星通信実験 システムの実験 を行 っている。

本実験は,衛 星 を利用 して,陸 海 空を対象 と した移動体 と音声 ・デー

タ ・画像等 の総合的なデ ィジタル通信を行 うもので,今 後の我が国にお

け る移動体衛星通信 システ ムの実用化 を円滑に進 める上で大 きな成果 を

もた らす ことが期待 されている。

(6)電 気通信事業の発展 を目指 して

ア デー タ通信 の今後の発展方策 について

デ ータ通信 の利用形態 の高度化 ・多様化が進展 してお り,我 が国の社

会,経 済 においてデ ータ通信 の果たす役割は,ま す ます重要 となってい

る。

この ような中で,電 気通信審議会 は,63年3月,デ ータ通信 の発展動

向,諸 外国 におけ るデータ通信政策 の動向等を踏 まえ て,デ ータ通信の

今後の発展方策について答 申を行 った 。その概要は,次 のとお りで ある。

① 技術開発

異なるネ ッ トワーク間の接続,使 い勝手の よさ等 のデ ータ通信に対

す る要求に こたえ得 る技術開発 に積極的に取 り組む必要が ある。

② 基盤整備

データ通信需要 の高度化 ・多様化に対応す るためには,伝 送,交 換

機能 の高度化が不可欠であ り,ISDNの 構想を推進す る必要があ る。
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企業間や複数業務間 のネ ッ トワーク化が進展 し,デ ータ通信 が多数

の企業や家庭 に拡大 してい くためには,通 信 プ ロ トコルの標準化 を推

進す ることが必要であ る。

国際間のデータ通信の発展 のた め,新 た な国際通信制度の確 立に貢

献 してい く必要があ る。

③ デ ータ通信分野におけ る公正競争 の確i保

デ ータ通信分野におけ る公正競争 を確保す るためには,第 一種電気

通信事業者 に対 し,回 線設備 とこれ に付加 され るサ ービス との間の会

計の分離 に よる内部相互補助 の防止,ネ ッ トワーク情報等について競

合す る電気 通信事業者 との問でのイ コール フッテ ィングの確保等につ

いて担保す る必要があ る。

なお,こ の答 申の中で,57年7月 の第二次臨時行政調査会第三次答

申以来の課題 となってい るNTTの データ通信事業の分離について,

データ通信全般 の発展及びユーザ利益 の増進に資す るな らば分離 も有

益な政策 た りうるな どの 基本的考え方 が 示 された ことか ら,63年7

月,デ ータ通信事業を分離すべ く所要 の準備が進め られてい る。

イ 公正 ・有効競争条 件の整 備

第一種電気通信事業分野では,NTTと 他 の事業者 との 間の公正かつ

有効な 競争が行 われ る よう競争条件 を 整 備する ことが 課題 とな ってい

る。

我が国では,日 本電信電話公社 の民営化に 当た り,地 域分割等 が行わ

れず,市 内網 は,事 実上NTTの 独 占下にあ り,ま た,長 距離系新事業

者は,一 部 の基幹通信網 しか もた ないので,事 業活動を展開す るに当た

って,NTTに 依存 しなければな らない状況 にある。

62年9月,3社 の長距離系新 事業者 が,電 話サ ービスを開始 したが,

これ らの事業者は,電 話サ ービスの提 供に当たってNTTの 市 内網 と交
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換機に全面的に依存 してい るため,NTTの 加入者線交換機が旧式の場

合 は,新 事業者 の営業エ リア内で あって も新事業者の市外電話登録サ ー

ビス(通 常の電話番号 に4け た の事業者識別番号を付与 して利用す るサ

ービス)を 受け られないとい う事態が発生 した。

62年 度末現在,新 事業者 の営業 エ リア内において,新 事業老が このサ

ービスを行 うこ とので きるNTTの 加入者線交換機の設置比率は,53%

であ る。 また,今 後新事業者 の電話サ ー ビスが予定 されている地域 にお

け る設置比率は,山 陽,九 州では35%,東 北,上 越では27%に とどまっ

ている。 この問題 の抜本的な解決策 としては,NTTの 加 入者線交換機

をデ ィジタル交換機に更新す る必要があ り,早 期切換が望 まれ る。

また,米 国では,AT&Tの 分割 によ り,AT&Tは 長 距離通信事 業

のみを提供す るとい う形に し,他 の事 業者 との公正競争の確保が 図られ

ているが,我 が国では,NTTが 長距離 と市内の両方 のサ ービスを提供

す るため,NTTと 新事業者 との間の公正かつ有効な競争が行われ るよ

う,新 事業者 とNTTと の接続に関す る問題等 については適切に対処す

る必要がある。

ウ 端末 の多様化

(パ ソコン,ワ ープ ロ等の通信網へ の接続)

パ ソコンや ワープロは,近 年,急 速に企業や家庭に普及 が 進 ん で い

る。 これ らは,通 信回線に接続す ることに よ り,有 力な通信手段 となる

ことが期待 され る。

ところが,イ ンタフェース面等についてなお問 題 が あ り,郵 政省で

は,普 及推進上 の問題点 とその解決方策 について検討 を進めている。

(テ レビ電話の標準化 と将来像)

テ レビ電話は,今 後,教 育,医 療等幅広い分野での利用が期待 されて

いる。
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テ レビ電話には,現 在 の電話回線 をそのまま利用 して簡 易な静止画を

安価に送れ るもの と,デ ィジタル回線 を利用 して カラーの動画を送れ る

もの とがあ る。

静止画 テ レビ電話 については,複 数 の方式が開発 されたため,相 互 に

通信 を行 うことができな くな るおそれ があった。 このため,(社)電 信

電話技術委員会において標準化作業が行われ,規 格統一が進め られてい

る。

動 画テ レビ電話は,G4フ ァクシ ミリ等 とともにISDNサ ービスの中

で も注 目されてお り,画 像 の高能率符号化方式等について研究開発が進

め られている。

(7)電 波利用の促進

(マルチ ・メデ ィア ・タ ワーの整備)

自動 車電話,無 線呼出 し,MCAシ ステ ム,放 送等 の無線利用 分野に

おいては,適 切な場所 にアンテナを置 く必要 があるが,こ れ らの分野で

共 同 してアンテナを設置す ることに よ り,効 率的に事業を行 うことが可

能 となる。

今後,地 域社会 において以上 の よ うな分野 の電波利用が増大 してい く

のに際 し,そ のためのア ンテナを共 同 して設置す るこ とので きる無線鉄

塔等が地域 の情報通信基盤 と して必要 になっている。

また,こ の施設に,展 示施設,研 修 施設等 の共 同利用施設を併設する

ことに よ り,地 域企業や住民の無線通信 に対す る理解 を深 め,地 域社会

の情報化 の円滑な推進 を図 ることが可能 となる。

このよ うな マルチ ・メデ ィア ・タ ワーが民活法等 の対象施設に追加さ

れた。

(新 しい電波利用)

郵政 省では,電 波の有効利用 を図るため,周 波数高密度利用技術 の開
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発等 の既利用周波数帯 の再開発や,ミ リ波セ ンシングシステ ムの開発等

の未利用周波数帯の開発 を行 っている。

この うち,増 大す る移動通信需 要にこたえ るために必要な移動通信に

おけ る準 マイク ロ波 帯(1～3GHz)の 開発については,そ の利用方策

を確立す るため,利 用分野,利 用形態等 について検討を行 っている。

また,農 業,漁 業,観 光等様々な分野において地域 の情報化 に資す る

電波の利用形態について検討を行 っている。

(基幹通信網におけ る電波利用の長期展望の検討)

高度情報社会 を支え る基幹通信網につ いては,地 上無線網 と並 んで,

光 ファイバ通信や衛星通信 が大 き く進展 してい る。

また,通 信網 の発展に伴 い,基 幹通信網 の安全 ・信頼性,効 率性が強

く求め られている。

この よ うな伝送 メデ ィアの利用状況及 び社会的環 境変化 を 踏 ま え つ

つ,基 幹通信 におけ る電波 利用を促進す るため,基 幹通信網を構成す る

伝送 メデ ィアの役割,電 波系 メデ ィア利用 の在 り方 等について電気通信

審議会において審議が行われている。

(テ レター ミナルシステ ムの開発)

近年,情 報の収集,検 索,提 供等を能率的かつ高密度 に行 うことがで

きるデータ伝送 を移動通信において利用 したい とい う要望 が増大 してい

る。

こ うした要望に対 しては,既 存 の移動通信 システムに よるほか,今 後

の需要 の増大に対処す るため,多 数 の利用者 が無線設備を共用 して複数

の周波数 を効率的に利用す る移動 通信型デ ータ伝送システムであ るテ レ

ター ミナル システ ムに よることが考 えられ る。

テ レター ミナ ルシステムを構成す る無線局 の無線設備に関す る技術的

条件につ いては,電 気通信技術審議会において62年10月 か ら審議が行わ
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れ てきたが,63年3月,800MHz帯 の周波数に よる システムの技術的条

件 の答申が行われた。

(電波有効利用促進 セ ンターの指定)

近年,電 波利用の急速 な進展に伴い.無 線局 開設 に当た っての助言を

求 める社会的要請 が高 まって きてお り,こ れに こたえ るため,62年6月,

電波法が改正 された。 この改正に よ り,郵 政大臣が,無 線局 の開設に当

た っての混信に関す る調査等必要 な事項 につ いて照会及び相談に応 じる

ことなどの業務 を行 う電波有効利用促進 セ ンターを指定す ることが可能

とされた。

62年11月,こ の電波有効利用促進 セ ンターと して(財)電 波 システム

開発 セ ンターが指定 された。 同セ ンターは,63年4月 か ら業務 を開始 し

てお り.こ れに よ り近傍 の無線局 との間の混信等 の状況が把握で き,電

波利用者に とって無線局 の開設の容易化,迅 速化 が図 られ ている。

(電波環境 対策)

各種無線機 器 ・電子機器が社会のあ らゆる分野で広範囲 に使用 され る

につれて,こ れ らの機器か ら発射 され る不要電波に よって無線通信への

混信や他の電子機器等 の機能に対す る障害が発生す るな どの問題が生 じ

てきている。

62年9月,不 要電波に よる障害 を防止 し,除 去す るための対策 を協議

す ることを 目的 と して,関 係省庁,業 界団体 等に よって構 成 され る 「不

要電波 問題対策協議会」 が設立 された。

同協議会は,不 要電波 問題に関す る情報の収集,交 換,啓 蒙 ・広報活

動等 を行 ってい る。

また,電 波が人体 に及ぼす影響について も調査研究が進 め られ て お

り,生 活環境 と調和 の とれた電波利用 の推進が図 られ てい る。

(8)放 送政策の新たな展開
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ア 放送法及び電波法 の一部改正

我が国 の放送は,今 日,放 送事業老 としては民間放送150社 とともに

放送大学学 園が加わ り,メ デ ィアの種類 も多様化 している。

この ような放送 の多様化 に対応 しうる放送制度 とす るとともに,近 く

予定 され る有料放送の導入に備えて制度 を整備す る こ とを 内容 とす る

「放送法及び電波法 の一部 を改正す る法律」が63年4月,成 立 した。

なお,こ の法改正の主要 な内容は以下 の とお りである。

(放送法の構成)

民間放 送が発展 した今 日の状況 のもとでの民間放送 と公共放送 の併存

体制にふ さわ しい法構成 とす るため,放 送に関す る一般通則及びNHK,

民間放送等の放送事業者 ごとの特則 とい う体系 に改め ることとされた。

(放送 の計画的普及 の推 進に関す る事項)

放送 の計画的 な普及及び健全 な発達を図るた め,郵 政大臣は,放 送普

及基本計画を策定 し,放 送の普及発達のための指針や具体的 な目標を設

定する とともに,こ れ に基づ き必要 な措置を講ず ることな どとされた。

(放送番組に関す る事項)

従来,す べての放送 メデ ィアに一律に適用 され ていた番組間の調和や

放送番組審議機 関(以 下 「審議機関」とい う。)の 設置等の放送番組に関

す る規律を,放 送 メデ ィア又は放 送事業者の性 格に応 じて緩和す ること

とされた。

また,放 送事業者 が 自律的に放 送番組 の適正向上を図 るために設置す

ることとされてい る審議機関 の活性化 を図 るため,放 送事業者 は審議機

関が答 申 し,又 は意見 を述べた事項があるときは,そ の概要 を公表 しな

けれぽな らないことな どとされた。

(NHKに 関す る事項)

NHKに ついては,公 共放送 として蓄積 して きたノ ウハウ等の一層の
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有効活用を可能 とし,併 せ て,副 次収 入な ど経営財 源の多角化 に も資す

るため,郵 政大臣の認可 を受けて,そ の保有す る施設又 は設 備を一般 の

利用 に供 し,又 は賃貸す ることな どの業務 を行 うことがで きる こととさ

れ た。

(有料放送に関す る事項)

今後 の放送事業 の発展 のため,従 来 の広告料等の収入源のほか新 たな

財源 の確保の道 をひ らくと ともに,多 様化す る受信者の ニーズに こたえ

るため,民 間放送 について有料放送を導入す る とともに,有 料放 送を行

う放送事業者は,有 料放送 の役務の料 金その他 の提供条件について契約

約款を定め,郵 政大臣 の認可を受ける こととされた。

(その他)

放送 局の免許有効期間は現在一般無線局 より短 く,3年 を超え ない範

囲内において郵政省令で定め ることとな っているが,一 般無線局 と同様

5年 を超 えない範囲 内において郵政省令 で定 めるこ ととされた。

イ ハイ ビジ ョンの推進

次世 代のテ レビと して注 目されているハイ ビジ ョンは,65年 打上げ予

定 のBS-3に よって本格的 な実用化を迎え る予定であ る。

これ に向け て,ハ イビジ ョン普及 のための環境整備を進 める必要があ

り,次 のよ うな取組を進めている。

(国民 の理解 の促進)

ハイ ビジ ョンの普及を図 るには国民の理解 の促進 が大切 である。 その

ため,63年9月 開催 のソウルオ リンピ ックでのハイ ビジ ョン放送 の実施

等,各 種 のイベソ トを通 じて国民に直接ハイ ビジ ョンを見 て もらう機会

を提供 す ることとしている。

(ハ イ ビジ ョンの普及促進 のための基盤整 備)

通信 ・放送衛星機構 の行 う衛星所有業務に対 して産業投資特別会計 の
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出資が認 め られた。

これ は,66年 に打ち上げ られ る放送衛星3号 一b(BS-3b)の トラン

スポ ンダ(電 波中継増幅器)を 一本確保 して,ハ イ ビジ ・ン衛星放送を

行 うものに利用 させ,ハ イ ビジ ョン衛星放送 の早期普及を図る ものであ

る。

また,ハ イ ビジ ョン放送に深 く係わ る事業を行 う法人に対 して,日 本

開発銀 行か らの出資が認め られた。

これ によ り,継 続的 な番組 ソフ トの供給体 制の整備を図る ことと して

いる。

(高度映像都市構想)

郵政 省では,第 四次全国総合開発計画 の趣 旨を も踏 まえて,都 市の高

度映像化 を推進す るため,ハ イビジ ョンを市 役所,駅,文 化 ホール等の

都市空 間に優先的に導入 し,地 域の特性を生か しなが ら,活 気 と潤いに

あふれた先進的都市 を構築す る高度映像都市(ハ イ ビジ ョン ・シテ ィ)

構想を推進 してい る。

現在,同 構想を推進す るために高度映像都市(ハ イ ビジ ョン ・シテ ィ)

構想懇談会 を開催 し,高 度映像都市構想 の理念 と推進方策,高 度映像都

市 のモデル ・イ メージ.高 度映像都市 の選定方法等 の検討を進 めている

ところである。

なお,郵 政省では,63年 度中に全国10か 所程度のモデル都市 を選定す

る予定 である。

(技術 開発 の動向)

65年 に打上げ予定のBS-3やCATVに よる実用放送開始 に向け,

BS-2bを 用 いた放送実験を通 じ,ハ イ ビジ ョンのスタジオ規格,伝 送

方式等の技術 開発が進め られ てい る。

一方 ,CCIRに おいて国際標準化 が進め られている。61年5月 のCCIR
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総会において,我 が国,米 国,カ ナダの3国 共 同で提案 したス タジオ規

格が,報 告書の中の 「新勧告 の提案」 として取 り上げ られた。62年11月

のCCIR中 間会合 において,欧 州か ら,新 たなス タジオ規格の提 案が

あ り.現 在,複 数の案が出 された状態 となってい る(1-1-2-2表

参照)。

1-1-2-2表 ハ イ ビジ ョ ンの ス タ ジオ 規 格

日 ・米 ・加方式 欧 州 方 式

走 査 線 数 1,125本

フ イー ル ド周 波 数 60Hz

イ ン タ レ ー ス 2:1

ア ス ペ ク ト 比 16:9

1,250本

50Hz

1:1

16:9

日EC電 気通信定期協議 において 設 置を 合意 されたrHDTV作 業部

会」 の第1回 会合 が,63年3月,東 京で開催 され たが,我 が国及 びEC

の双方か ら技 術的現状 の説明が行われるに とどまった。

今後,我 が国 としても国際協調の観点 か ら引き続 き国際規格 の統一 に

向けて積極 的に努 力す ることとしてい る。

ウ 放 送 メデ ィアを通 じた国際理 解の促進

(ア)国 際放送 の充実 ・強化

国際放 送は,国 際理解 の増進や海 外在留邦人への情報提供等 を 目的 と

して,NHKに よ り全世界 に向け て短波放送に よって行われてお り,諸

外国の我が国に対す る正 しい理解,認 識を得 る上 で,そ の役割は ます ま

す重要な もの とな っている。

このため,62年 度 においては次 のよ うな改善がな された。

(国内送信所の整 備 ・増 力)

59年 度か ら進め られていた,KDD八 俣送信所(茨 城県)の 整備 ・増
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力工事 が62年3月 に完成 した。 これに より,主 に東 南アジア等,我 が 国

の近隣地域 において受信改善が図 られた。

(海外 中継 の実施)

遠隔地の受信状態 の改善 に当た っては,海 外中継 が効果的である こと

か ら,こ れ まで もアフ リカのガボン共和 国及び カナ ダか ら海外 中継 を実

施 し,効 果を上 げてきた。62年 度 においては,南 西 アジア及び中米地域等

の受信状況の改善を図 るため,海 外中継局確保 のための調査 を実施 した。

また,カ ナ ダか らの海外 中継 については,63年4月 か ら,相 互に相手

国の国際放送 を中継 しあ う,相 互交換中継 に改めた。相互交換中継 は,

賃借に よ り相手国か ら一方 的に中継 して もらう場合 と比較 して,海 外 中

継 の安定的な実施,好 適聴 取時 間帯 の確保,経 費の効率性 の向上等の点

で効果があ り,今 後更にその活用 を図 ることとしてい る。

なお,63年 度 の国際放送 を実施す る経 費は66億9千 万円であ り,そ の

うち郵政大臣の命令放送に要す る経費 と して,国 が14億5千4百 万円を

負担す ることとしてい る。

(イ)映 像 メデ ィアの活用

今 日極めて大 きな影響 力を有す るテ レビジ ョソ放送等 の映像 メデ ィア

を諸外国への情報提供手段 として活用す ることは,我 が国に 対 す る 理

解,認 識を深 める上で効果 的であ り,我 が国において も関係機関で検討

な どをさらに進め る必要がある。

(9)郵 トピア構想の推進

活力あ る地域社会 の形成 に寄与す るとともに,新 しい郵便サ ービスの

実験を行 うことを 目的 と した 「郵 トピア構想」が展開 されてお り,62年

4月,20都 市 がモデル都市 に指定 された。 モデル都市においては,モ デ

ル都市の風景等を題材 とした絵入 り官製葉書 の発行等のサ ービス ・メニ

ューのほか,地 域社会 の行事へ の積極的参加や住民票等交付 申請 の郵送
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サ ービス等 モデル都市 のニーズに応 じた独 自のサー ビス も実施 されてい

る。

63年4月,「 郵 トピア構想」 を 更 に 地域社会 に根付 いた もの として充

実,発 展 させ るとともに,今 後の郵便サ ービスにつ いての多 くの実証的

デ ータを得 るため,24郵 市が第2次 モデル都市 として指定 された(1-

1-2-3図 参照)。

1-1-2-3図 郵 トピア構想モデル都市

岡山市

米子市

新潟市

上越市宮津市
松本市

防府市
久留米市

金沢地域
高山市

佐倉市

少田原市

〆
1ク。

塩竈 ・多賀城地域

(注)1.〔=コ で囲んだ都市が,第2次 指定都市である。

2.塩 竈 ・多賀城地域一 塩竈市,多 賀城市,七 ケ浜町

金沢地域一 金沢市,野 々市町,内 灘町

松山地域一 松山市,松 前町,砥 部町,重 信町

(10)通 信に関す る国際 分野の動 き

ア 移動業務に関す る世 界無線主管庁会議 の開催

62年9～10月,ジ ュネーヴにおいて移動業務に関す る世 界無線 主管庁

会議(WARC-MOB-87)が 行わ れた。
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主な決定事項は,以 下 の とお りである。

① 移 動衛星業務への周波数 の分配

移動衛星業務 のための周波数分配の見直 しが行われ,現 在,航 空移

動衛星業務及 び 海上移動衛星業務用 とされている1,5GHz及 び1.6

GHz帯 の一部 の周波数が陸上移動衛星業務に も分配 された。

② 全世界的な海上遭難安全制度(GMDSS)の ための規定の整備

現在 のモ ールス電信に代わ る自動化 された システ ムのための遭難安

全周波数,運 用手続等が定め られた。

ただ し,現 行 システムについて もGMDSSが 完全に 実施 されるま

では,維 持す ることとされた。 また,GMDSSの 実施に伴 う無線従事

者の資格証 明書 として,新 たに4種 類が設け られた。

③ 短波帯 の用途別分配及び周波数の分配の見直 し

今後,需 要の伸 びが期待 され る無線電話等のた めの周波数 が増加 さ

れた。 また,電 話で使用す る周波数 の間隔が狭 め られ,周 波数 の有効

利用が図 られ ることとな った。

郵政省 としては,今 後,こ の決定事項を受けて,周 波数割当の見直

し,関 係法令 の改正等を検討す ることとしてい る。

イ イ ンテルサ ッ ト締約国総会 の開催

イ ンテルサ ット第12回 締 約国総会は,62年10月,80か 国の代表が出席

してブエ ノスアイ レスで開催 された。

今次会合の主要 な審議結果は以下 のとお りである。

① 別個 のシステ ムとの調整手続 の改善

イソテルサ ッ トと別個 のシステム との システム間調整手続について,

短期の使用で,そ の使用 を予見す る ことができず,緊 急性 がある場 合等

一定の条件 を付 して,締 約 国総会 の認定権限を試行的に理事会及び事務

局長に委譲す る こととなった。
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これは,イ ンテルサ ッ トに重大 な政治問題又は経 済的損害を生 じさせ

ない事例について,手 続を簡素化す るための ものであ る。

② 仲裁裁判所裁判長団の構成員等 の選 定

締約国相互間又はイ ンテルサ ッ トと締 約国間等の法律的紛争 を解決す

るための仲裁裁判所の裁判長団構成員11名,予 備員11名 を選定 した。

ウ イ ンマルサ ッ ト総会 の開催

イ ンマルサ ッ ト第5回 総会は,62年10月,41か 国の代表が出席 して ロ

ン ドンで開催 された。

今次会合 の主要 な審議結 果は,以 下 の とお りである。

① 陸上移動衛星業務 の提供

インマルサ ッ トが海事及び航空衛星通信 業務 に加えて,陸 上 移動衛

星通信業務を提供 し得 るよ う制度上の見直 しを行 うことについては,

商業,技 術及 び運用上の可能性 につ き検討す る こと並びに条 約改正手

続に留意す るよ う理事会 に勧告す ることが決定 された。

② 第二世代衛星用打上機

インマルサ ット第二世代衛星用打上機 の調達に関 しては,可 能性 あ

るすべての打上機 につ いて検討する よう理事会に勧告す ることが決定

された。

工 二 国間定期政策協議

二国間定期政策協議は,情 報通信 の社会的重要性の増大,社 会 ・経済

の国際化 の進展に伴 って,従 来 の国際機関におけ る多国間調整 のみ では

十分 な成果が望めない問題や,二 国間特有の課題が生起 して きた ことに

よ り,そ の開催の必要性 が相互に認識 され,実 施 されてい るものである。

(日加電気 通信定期協議第3回 会合)

日加電気通信定期協議の第3回 会合 は,62年9月 に東京 で開催 され,

両 国におけ る電気通信に関す る動向,両 国の協力体制(ハ イビジ ョン,
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科学技術協力等),国 際機関へ の対応等 について協議が行われた。

(日EC電 気 通信定期協議第1回 会合)

日EC電 気通信定期協議 の第1回 会合が62年11月 に東京で開催 され,

両者におけ る電気通信 の主な動向,ISDNに 関す る標準化,OSIに 関す

る標準化,ハ イ ビジ ョンに関す る標準化 の今後の対応等について協議が

行われた。

オ 国際協力体制 の整備

(ISDN国 際共同研究会)

郵政省は,従 来,ア ジア各国間におけ る電気通信 の高度化に関す る相

互理解 の促進,関 係各 国の技術力の向上等を 目的 として 「国際的ISDN

共 同研究構想」 を進めている ところである。

この構想の一環 として,62年6月,ISDN国 際共 同研究会 国内準備委

員会が設け られた。 さらに,62年12月,国 際準備委員会の第1回 会合が

タイのバ ンコックにおいて,我 が国のほか,韓 国,フ ィリピン,シ ンガ

ポール及び タイの5か 国36名 が参加 して行われた。

今後,我 が国 としては,こ れ ら諸国 との良好な関係 を維持 ・発展 させ

なが ら,国 際共 同研究構 想を推進 してい くことが重要であ る。

(APT東 京電気通信開発セ ミナー)

62年9月,APTに よるrAPT東 京電気通信開発 セ ミナ ー1987」 が

東京において開催 された。

本セ ミナーには,14の 加盟国,3の 国際機関等 か ら合計52名 が参加

し,ル ー ラル電気通信,ISDN及 び電気通信事業の経営 の在 り方 等の広

範 なテーマについて意見交換が行われた。

(電気通信国際協 力セ ミナー)

我が国企業が開発途上国に直接投資す るのに際 して重要である電気通

信イ ンフラス トラクチ ャの意義を認識 し,電 気通信分野 の国際協 力の意
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義 を明確にす るた め,63年3月,電 気通信国際協力セ ミナーが開催 され

た。

カ テ レコム87の 開催

62年10月,ジ 凶ネーヴで,80か 国,803の 企 業 ・団体 が参加 してテ レ

コム87が 開催 された。

「テ レコム」 は,ITUの 主催す る電気通信の総 合的 な 展示会 であ り,

46年 に開催 され て以来,4年 ごとに開催 されて きた。 また,各 地域 にお

いて果 たす電気通信 の必要 性に重点 を置いた地域 テ レコムも開催 されて

きた(1-1-2-4表 参照)。

1-1-2-4表 テレコム及び地域テレコムの開催状況

出 展 者 数
名 称 開 催 期 間 開 催場 所

全 体1・ 本

テ レ コ ム71

テ レ コ ム75

テ レ コ ム79

テ レ コ ム83

ア ジ ア ・テ レ コ ム85

ア フ リカ ・テ レ コ ム86

テ レ コ ム87

1971.6.17～6.27

1975.10.2～10.8

1979.9.20～9.26

1983.10.26～11.1

1985.5.14～5.18

1986.9.16～9.23

1987.10.20～10.27

ジ_ネ ー ヴ

ジ ュ ネ ー ヴ

ジ ュ ネ ー ヴ

ジ 凸 ネ ー ヴ

シ ン ガ ポ ール

ナ イ ロ ビ

ジ ュ ネ ー ヴ

250

350

600

650

85

92

803

39

5

12

19

9

4

26

我が国か らも,テ レコム87にISDNサ ー ビスの アプ リケーシ ョンを

中心 に,26の 企業 ・団体が出展 を行 い,電 気通信 の開発成果 を世界に発

表 した。

1-2-2進 む電気通信 サービス

(1)新 事業者の動向

第一種 電気通信事業分野 では,17社 の新事業者が62年 度 中にサ ー ビス

を開始 した。
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(長距離系事業者の動向)

第二電電(株),目 本テ レコム(株),日 本高速通信(株)の3社 は,

62年9月 か ら,東 京,神 奈川,静 岡,愛 知,京 都,大 阪等で市外電話の

サ ー ビスを開始 した。

さらに,第 二電電(株)は,山 陽,九 州地 方に業務区域 を拡大す るこ

とについて63年2月 郵政大臣の許可を受けた。 同社は,こ の地域におい

て,63年9月 以降専用サ ービスを,63年12月 以降電話サー ビスを開始す

る予定 である。

また,日 本テ レコム(株)は,山 陽 新幹線沿線地域 にお いて,63年9

月以降専用サー ビスを,63年11月 以降電話サ ー ビスを開始 し,東 北及び

上越 の各新幹線沿線地域において,66年4月 までに専用サ ービス及び電

話 サー ビスを開始す る予定 である。

(地域系事業者の動向)

62年10月,レ イクシテ ィ・ケーブル ビジ ョン(株)が,諏 訪市,岡 谷

市等において専用サ ービスを開始 した。

63年6月,中 部テ レコ ミュニケー ション(株)が,静 岡,愛 知,岐 阜

及び三重 にお いて専用サ ー ビスを開始 した。

また,63年5月,東 京通信ネ ッ トワーク(株)が,東 京,神 奈 川,埼

玉等において,地 域系事業者 としては じめて電話サー ビスを開始 した。

(無線呼出 し事業者 の動向)

無線呼出 し事業者は,東 京圏等を除 き,お おむね県を業務区域 の単位

としている。

62年 度末現在,15社 が,数 字,文 字等 をデ ィスプ レイに表示 できる高

機能型のサー ビスを含む 無線呼出 しサ ー ビスを開始 している。

(自動車電話等の動向)

自動車電話分野については,61年8月 に技術基準の改正が行われて多
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様 な方式が認め られた。63年2月,日 本移動通信(株)及 び関西セル ラ

ー電話(株)が
,第 一種電気通信事業の許可 を受けた。

日本移動通信(株)は,東 京,神 奈川等 の東京圏,愛 知,三 重 等の中

部圏において,NTT大 容量方式に よるサー ビス提供を計 画 している。

また,関 西セル ラー電話(株)は,大 阪,京 都等の近畿地方 において,英

国で実用化 されているTACS方 式に よるサ ー ビス提供 を計画 している。

両社は,63年 度か ら64年 度にかけてサ ー ビスを開始す る予定で ある。

また,東 京 湾マ リネ ヅ ト(株)は,東 京湾及 びそ の周辺海岸部におい

て,船 舶及 び携帯 の電話サ ービスを63年9月 か ら開始す る予定 であ る。

(国際電気通信事業者の動向)

日本 国際通信(株)は,64年4月 か ら専用サ ービス,65年2月 か ら電

話サ ービスを,国 際デ ジタル通信(株)は,64年5月 か ら専用サ ー ビス,

64年10月 か ら電話サ ービスを開始す る予定であ る。

(第二種電気通信事業者 の動向)

62年 度末現在,一 般第二種電気通信事業者は512社,特 別第二種電気

通信事業者は18社 であ り,そ の うち8社 が,62年 度 に新たに特別第二種

電気通信事業 の登録を受けた。

62年6月 の電気通信事業法の改正に よ り可能 とな った国際第 二種電気

通信事業 については,62年 度末現在,10社 が登録を受けてお り,そ の う

ち4社 がサ ー ビスを開始 している。

(2)利 用者サー ビスの向上 を 目指 して

電気通信事業分野においては,料 金値下 げ,新 たなサ ー ビスの実施等

利用者サー ビスの向上が 図 られている。

(国内通信料金の値下げ)

通信料金全般の低廉化が 求 め られてい る中で,NTTの 通信料金に関

しては,62年8月,60キ ロメー トルを超 え2,500キ ロメー トル までの距
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離の専用サ ー ビスの料金値 下げが 行われた のに続 いて,63年2月,320

キ 目メー トルを超 える遠距離の電話料金 につい て,約1割 の値下 げが行

われた。 また,離 島に関 して,通 信需要面等で最 も緊密 な関係を有す る

近隣 の単位料金区域(10円 で3分 間通話可能な区域)1か 所(例 えば佐

渡島 と新 潟)と のダイヤル通話料金を隣接す る地域 と同額(10円80秒)

とされた。 さらに,沖 縄県 については,県 内の各単位料金区域間 のダイ

ヤル通話料金を隣…接す る地域 と同額(10円80秒)と したほか,沖 縄県を

除 く全 国 との通話につ いては,沖 縄県が九州最南端 にある もの とみ な し

て料金計算 のための距離 を算定す ることとされた。

また,日 本テ レコム(株),日 本高速通信(株)及 び第二電電(株)に

関 して も,夜 問,深 夜 の電話サー ビスの料金 について約1割 の値下げが

行われた。

64年 か ら通信衛 星を利用 した専用サ ービスを予定 してい る 宇 宙 通 信

(株)は,63年2月,契 約約款 の認可を受け,料 金を決定 した。 また,

日本通信衛星(株)は,平 均11%の 料金値下げを行 った。両社 の料金の

特徴は,通 信衛星を利用す ることに より,距 離に関係のない料金体系 と

な ってい ることであ る。

今後 とも,NTTに おいては,近 距離を含 めた料金全般 の低廉化を図

るため,今 後 よ り一 層の経営の効率化,合 理化努力が求め られ てい る。

また,新 事業者においても,よ り一層 の経営 努力を行い,利 用者の期待

に こたえることが求 め られている。

(国際電気通信料金 の値下げ)

国際電気通信料金 について も,国 際専用 回線サ ー ビス,国 際公衆 デー

タ伝送サ ー ビス及 び海事衛星通信サ ービスについて,63年1月(海 事衛

星通信サ ービスの本邦海岸地球局料については62年12月),料 金値下げ

が行われた。平均値下げ率は,そ れぞれ,22%,10%,28%と なってい
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るQ

今後 とも,国 際電気通信料金が,よ り安 く利用 しやす いものとな るこ

とが期待 されている。

(総合デ ィジタル通信サ ービスの開始)

電話網 のデ ィジタル化に よって実現す るISDNは,多 様な音声系 通信

サ ー ビス,デ ータ系通信サ ービスや画像系通信サ ー ビスを統合 した総合

デ ィジタル通信サ ー ビスを実現 し,高 度化 ・多様化す る利用 者の ニーズ

に効率的に対応す ることが できる。

ISDNは,現 在 の電話網 に代わ る21世 紀の高度な基盤通 信網 とな るも

のであ り,欧 米を中心 として国際的にその整備が進め られ ている。我が

国において も,全 国的な整備 ・普及を図る ことが社会,経 済の惰報化 を

推 進す る上で喫緊の課題 となってい る。

ISDN実 現に向け,こ れ まで,電 気通信網の デ ィジタル化 の積極的推

進,INSモ デルシステム実験 の実施等 の努力がなされ てきたが,63年4

月,東 京,大 阪及び名古屋においてCCITTの 国際標準 に準拠 したISDN

サ ービスの提供が開始 された。

(国際 デ ィジタル回線交換サ ービスの開始)

国際通信 ニーズの高度化,多 様化に対応 して,KDDは,63年2月 か

ら,国 際 デ ィジタル回線交換サ ービス(VENUS-C)を 開始 した。 国

際公衆 データ伝送サ ー ビス(VENUS-P)及 び国際高速 データ伝送サ ー

ビス(VENUS-LP)が パ ケ ット交換方式であ るのに対 し,こ のサー ビ

スは,回 線交換方式 であ り,フ ァイル転送等に適 している。

(3)多 様 化する無線通信 サービス

近年,無 線 通信 に対す るニーズの高 ま りや通信技術の発達 に伴 い,様

々な無線通信 システムが開発 され,導 入 されている。

特に,62年 度 においては,電 波法 の改正に よるコー ドレス電話 の無線
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局免許の不要化,自 動車電話につ いての新規参入等 無線通信分野に大 き

な変化がみ られた。

(マ リネ ッ ト電話の導入)

東京湾,大 阪湾等の大規模港湾及び これに隣接す る陸上地域 におけ る

海上運送業,水 産物の輸送等の分野 の無線通信需要が増大 している。62

年4月,港 湾地域におけ る小型船舶等のための簡易な無線通信システム

の技術的条件について電気通信技術審議会か ら答申があ り,こ れを踏 ま

えて,62年8月,関 係省令 の改正が行われ,港 湾無線電話通信(マ リネ

ッ ト電話)が 導入 された。

港湾無線電話通信は,港 湾及びその周辺の区 域 に お い て,船 舶,車

両,関 連事業所等の問で通信を行 うものであ り,一 般 の電話 との接続 も

可能である。

このサ ー ビスについては,東 京湾マ リネ ッ ト(株)が,東 京湾地域 に

おいて,第 一種電気通信事 業 として,63年9月 か ら 開始す る 予定 であ

る。

(コー ドレス電話 の開放)

コー ドレス電話 は,家 庭 内や事務所 内において,一 定の範 囲で自由に

持 ち運 んで使える電話であ る。

コー ドレス電話は,61年 度末現在,約2万2千 台が利用 さ れ て い た

が,混 信,誤 接続,誤 課金 の 発生す るおそれがあ るので,NTTの 回線

には,NTTが 提供す る コ ー ド レス電話 しか接続す ることができなか

った。

61年2月,誤 接続,誤 課金 を防 ぐためのコー ドレス電話の技術的条件

につ いて,電 気通信技術審議会の答申が出された。 これを受け て,関 係

省令が改正 され,端 末設 備に使用 され る無線設 備を識別するための符号

を有 し,通 信路の設定に当たってその照合を行 うこ とな どの条件が定 め



一86-1昭 和62年通信の現況

られた。

また,62年6月 の電波法 の改正に よって コー ドレス電話 の無線 局につ

いて,技 術基準への適合性が確保 されている場合 は,免 許が不要 とされ

た。

これ らの結果,62年10月 か ら,以 上 の条件 を満たす コー ドレス電話を

電気通信回線 に接続す ることが可能 とな った。

(広帯域無線サ ービスの開始)

長距離系新事業者が利用者 の端末 まで 自らの有線 回線 を 設 置 す る に

は,莫 大な投資が必要 となるので,長 距離系新事業者は,利 用者か ら自

らの設備 までの回線はNTTに 依存 してい る。

この間の回線に無線を利用 した場合は,有 線 の電気通信設備を設置す

る場合に比べ て 容易に 利用者 の 端末 との間 の回線を 設け ることができ

る。

63年3月,第 二電電(株),日 本 テ レ コ ム(株)及 び 日本高速通信

(株)が,こ のよ うに無線 を利用 した広帯域無線サ ー ビスの提供を開始

した。 このサ ー ビスは,高 速 データ伝送,高 速 ファク シ ミリ伝送,テ レ

ビ会議 等に利用 されている。

これによ り,長 距 離系新事業者に よる,限 られた一部ではあ るがエ ン

ドツーエ ン ドのサ ービスが実現 された。

1-2-3充 実する放送サー ビス

(1)民 間テ レビジ ョン放送及びFM放 送 の拡充

放送 においては,全 国各地域における受信機会 の平等 の実現 と地域間

情報格差 の是正は,大 きな課題 となっている。

このため,民 間テ レビジ ョン放送については,全 国最低4の 放 送を視

聴 できることを 目標 に,そ の普及を図ってお り.現 在,25都 道府 県で4
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以上の放送が実施され ている。

63年4月 には,山 形地区の3局 目の民 間テ レビジ ョン放 送に予備免許

を与 えてお り,64年 秋には開局の予定 となっている。

なお,周 波数割 当計画上 は,全 国世帯数の80%以 上の世帯 において4

以上 の放送が視聴可能 となるよ う措置 されている。

一方
,民 間FM放 送 については,全 国普及 を 目標にその普及を図って

お り,62年 度末現在,41都 道府県について周波数 の割当てを行 ってい

る。

62年 度において,新 潟及び青森地区,ま た,63年4月 には香川地区 の

民間FM放 送局が開局 したことに より,現 在,26都 道府県で放送が実

施されている。 このほか,埼 玉,山 梨及び長野地区並 びに東京の2局 目

に予備免許を与えてお り.63年 中に開局す る予定 となっている。

(2)難 視聴対策

現在,テ レビジ ョン放送の全国の辺地難i視聴世帯はNHKで 約10万 世

帯,民 間放送で約40万 世帯 と推定 されている。NHKの 難視聴 について

は59年 度以降は,衛 星放送に よ り全国的規模 で解消が図られている。 ま

た,民 間放送については引 き続 き中継 局の設置に より解消が図 られてい

る。

一方
,都 市におけ るテ レビジ ョン放送 の受信障害(都 市受信障害)世

帯は全 国で約67万 世帯(62年3月 末現在)に 達 している。

都市受信障害は,そ のほ とん どの ものは障害の原因 となる建造物の建

築主等 の負担で対策 されてお り,そ の解消手段 としては,一 般的に共 同

受信施設 によっているが,こ のほか,SHFテ レビジ コン放送局や,建

造 物側 において受信障害発生防止のため建造 物の配置,形 状等に工夫 を

加える もの,反 射障害に有効な電波吸収体設備等 を利用する ものも多 く

なっている(1-1-2-5表 参照)。



一88-1昭 和62年 通信の現況

1-1-2-5表 都市受信障害解消世帯数の概要

(62年3月 末現在)

区 分 施設(設 備)数 障害解消世帯数

都市受信障害解消目的
の共同受信施設

SHFテ レ ビジ 罫ン放

送 局

23,890

2

千 世 帯
3,259

4

電波 吸 収 体 設 備 8 38

傾 斜 壁 面 13 7

なお,63年 度か ら民間放送のテ レビジ ョン放送設備及び都市受信障害

解 消促進事業に対 して,財 政投融資の特利融資 の道が開かれ,難 視聴解

消の促進が図 られる こととな った。

(3)CATVの 展開

ア 多 チャンネルCATVの 展開

CATVは,多 チ ャンネル特性等 の優れた機能を生か して,高 度情報

社会 におけ る地域密着型の公共性 の高い放送 メデ ィアと して,健 康で文

化 的な生活,豊 かな都市生活 を確保する上 で大 きな役割を果たす ことが

期待 され ている。

特に,大 規模,多 チ ャンネル,多 目的 のいわゆ る都市型CATVは 今

後 のCATVの 典型 として注 目を集 めてお り,62年 度末現在,18事 業者

21施 設が許可され てい る。 この うち,8施 設が既に開局 してお り,従 来

のテ レビジ ョン放送,衛 星放送 のほか,地 域情報や各種 の専 門情報が30

に も及ぶチ ャンネルで提供 されている。

イCATV番 組 供給

多 チ ャンネルCATVの 普及促進を図 るためには,テ レビジ ョン放送

の再送信以外 の独 自の良質 な番組 ソフ トが大量かつ円滑に供給 され る体

制が必要である。
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近年,CATV番 組供給事 業は活発化 してお り,既 に ビデオテープの

輸送 によ り番組供給 している会社が約20社 営 業 している。

さらに,郵 政 省では,64年 の春に打上げが予定 されている通信衛星を

介 して全国のCATVに 多彩な 番組 ソフ トを供給する 「スペ ース ・ケー

ブルネ ッ ト構想」を推進 してお り,こ れに対応 して大型 の番組供給会社

が相次いで設立 されている。 これ らの番組供給事業者の多 くは,二"一

ス,教 育,音 楽,ス ポーツ,映 画等 の専門チ ャンネルの提供を行 う予定

である。

(4)FM多 重放送の実用化に向けて

放送事業者か ら要 望のあ ったFM放 送 の電波に重畳 して,音 声,文 字

等を送るFM多 重放送が実用化 される こととな った。

FM多 重放送 には,FM音 声多重放送及びFM文 字多重放送 の2種 類

がある。

63年1月,電 気通信技術審議会か らFM多 重放送を行 うため に 必要

な技術的条件に関す る一部答 申が出 された。

この答 申を受け,電 波監理審議会への諮問を経 て,63年4月,FM多

重放送の実施に必要 な郵政省令 の改正等 を行 った。

これによ り,FM多 重放送 の免許申請が可能 とな り,近 々,FM多 重

の放送 局が開局す る予定 となっている。

1-2-4充 実する郵便サービス

(1)郵 便ネ ッ トワークの充実 ・強化

ア 日曜 日の集配サ ービス改善

62年11月 か ら,全 国の集配郵便局で,従 来の速達に加 えて 日曜 日の小

包郵便物 の配達を実施 している。

また,従 来 日曜 日には行われていなか った,配 達 と取集を同時に行 う
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地域(兼 集地域)の ポス ト差 出郵便物の取集 も実施 してい る。

なお,祝 日におけ る小包郵便物の配達及び兼集地域のポス ト差 出郵便

物の取集については,62年4月 か ら実 施 している。

イ 窓 ロサ ービス機関 の拡大

地域におけ るコ ミュニテ ィの拠点 で もある郵便局については,62年 度

中に無集配特定 局91局,簡 易郵便局49局 が新 たに設置 され,62年 度末現

在 で郵便局数は2万3,859局(対 前年度末81局 増)と なった。

(2)ニ ーズにこたえる小包郵便サービス

ア 小包追跡 システ ムの導入

63年10月1日 か ら,小 包郵便物について追跡 システムの導入を予定 し

てい る。 このシステ ムは小包郵便物について,着 否照会が できるシステ

ムである。

このシステムの導入に より,今 まで利用者 か らの小包郵便物に関する

配達済否 等の問い合わせに対 して,迅 速に回答できなか った ものが,お

おむね3分 以内で対応で きるようにな り,サ ー ビスの改善が図 られ る。

イ ふ るさと ・イ ン ・USAア メ リカゆ うパ ック

ふるさ と ・イ ソ ・USAア メ リカゆ うパ ック と は,全 米各州の代表的

名産 品を,会 員制による頒 布会方式で,ゆ うパ ック(郵 便小包)に よ り

会員に配達す るサ ービスである。

63年4月 及び5月 に会員 の申 し込 み を 受 け 付 け,同 年6月 か ら年4

回,事 前 に会員が選定 した全米各州の代表的名産 品を会員宅 に配達す る

ことと している。

(3)多 様 化す る郵便サービス

ア 見開 き型 レタ ックス

63年4月11日 か らA4判 の通信文用紙を封筒 に封入す る現行 の ものに

加えて,新 たに,A5判 の通信文用紙を見開き型 の台紙には り付 けて配
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達す るサ ービスを開始 した。

見開 き型の台紙には,慶 祝用3種 類,弔 慰用1種 類及 び一般 用1種 類

がある。

なお,料 金につ いては従来 の レタックスと同一であ る。

イ くじ付郵便切手の発行

62年6月 の法律 の改正に より,く じ付郵便切手 の発行 が 可 能 と され

た。

これに伴い,63年 の年末 に発行する年賀切手(60円)に くじを付け る

こととしてい る。

ウ ゆ うペー ンの発行

62年7月23日 に 「ふみの 日切手」を発行 した際 に,同 切手 を用いた郵

便切手帳 を発行 し,愛 称を 「ゆ うペ ーン」 と定めた。

同時 に,各 種の記念行事 や観光地のPR等 をデザインしたオ リジナル

な切手帳が作れ るよう 「ペ ーン1(郵 便切手帳の表紙 を除いたシー トの こ

とをい う。)も 発行 した。

このペ ーンを利用 して全 国で約500種 類の 「オ リジナルゆ うペ ーン」

が発行 されている。

(4)充 実する国際郵便サービス

ア 国際郵便料金 の引下げ及び国際郵便葉書の発行

我が国の国際郵便料金は,航 空通常郵便物 について,62年4月 に平均

10%引 き下げたのに続いて,63年4月,航 空通常郵便物及び航空小包郵

便物を中心に,平 均12%の 引下げ を行 った。

また,料 金引下げ に合わせて,従 来3地 帯 に分かれていた航空郵便葉

書の料金区分を全世界均一 とす るとともに,航 空扱いの国際郵便葉書を

発行 した。

主要 な国際郵便料 金の引下げの概要は,1-1-2-6表 の とお りで
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1-1-2-6表 国 際 郵 便 料 金 引下 げ の 概 要

1.航 空 書 状(IOグ ラ ム)

名 あ ・ 地h日 料 金 隔 料 釧 引 下 率

ア ジ ア 110円 80円 27.3%

北 米 130円 !00円 23.1%

欧 州 150円 120円 20.0%

2.航 空郵便葉書

名 あ ・ 地 レ 日 料 金 「新 料 金 引 下 率

ア ジ ア

北 米

欧 iージ

80円

90円

100円

70円

12.5%

22.2%

30.0%

3.航 空 小 包郵 便物(5キ ロ グラ ム)

名 あ て 地 旧 料 金 陵 料 金 引 下 率

中 国 7,050円 4,850円 3L2%

米 国 ll,400円 9,500円 16.7%

西 欧 12,35Q円 10,700円 13.4%

ある。

イ 国際 ビジネ ス郵 便(EMS)の 改善

国際 ビジネス郵便の取扱国(地 域)は,62年 度に7か 国増加 し54か 国

とな ったが,更 に63年5月 か ら60か 国に拡大 した。

また,63年4月 か ら利用承認制度を廃止 し,取 扱手続を簡素 化 した。

ウSAL郵 便物の改善

SAL郵 便物に関 しては,従 来か らのSAL小 包郵便に加えて,62年10

月15日 か ら,書 籍やパ ソフ レッ ト等の 印刷物 を対象 としたrSAL印 刷

物」サ ー ビスの取扱 いを開始 した。

また,63年5月 か ら,SAL郵 便物 の取扱国を40か 国か ら60か 国に拡
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大 した。

工 海外ふ るさと小 包の改善

海外ふるさと小包は,我 が国のふるさ との味を海外在住邦人に簡 単に

送付できるシステ ムである。

63年4月 か ら,従 来 の取扱い内容品に綿製 品の肌着,め ん類,お 茶等

を加えて,よ り日本色豊か な もの と したほか,取 扱国を34か 国か ら,全

世界に拡大 した。

(5)ポ ス タル ・フ ォー ラムの開催等

ア ポスタル ・フォーラム,87の 開催

郵政 省 と郵便関連 業界 ・企業等が一 同に会 し,お 互いの連携を強化 し

て,今 後 の発 展へ の機会 とす る一方,一 般消費者等に郵便及び郵便関連

業界 ・企業等につ いての理解 を促進す るため,62年11月 「ポスタル ・ル

ネ ッサ ンス,い ま,郵 便新時代」をテーマと して,ポ スタル ・フォーラ

ム,87を 開催 した。

イ 「ふみ の 日」10年 記念キ ャンペ ーン

「ふみの 日」10年 記念キ ャンペ ーンの一環 と して,63年2月9日 か ら

4月10日 まで 「ふみ の 日」切手 デザイ ンコン クール及 び 「ふみの 日」 の

歌詞 コンクールを行 った。




